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○ 仕事と家庭の両立支援対策の推進について

（１）育児・介護休業法について
育児・介護休業法は、平成３年の法律制定以来、数度の改正を経て、制度を

充実させてきている。そうした中、特に女性の育児休業取得率は順調に上昇し
９割近くに達するなど一定の成果が表れてきている一方、女性の就業状況を見
ると、第１子出産を機に依然として約６割の女性労働者が離職している状況が
ある。

また、男性の約３割が育児休業を取りたいと考えているが、男性の育児休業
取得率は１．７２%に過ぎず、また、男性の子育てや家事に費やす時間は先進
国の中でも、低い水準にとどまっている。こうした男女とも仕事と家庭の両立
が困難であることが、女性の継続就業を困難にし、少子化の原因の一つとなっ
ていると考えられる。

こうしたことも踏まえ、男女ともに子育て等をしながら働き続けることが
できる環境を整備するため、平成２２年６月に改正育児・介護休業法が施行
された。

主な改正内容は以下のとおりである。
①子育て期間中の働き方の見直し

・ ３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度を設ける
ことを事業主の義務とし、労働者からの請求があったときの所定外労
働の免除を制度化する。

・ 子の看護休暇制度を拡充する（小学校就学前の子が、１人であれば
年５日（現行どおり 、２人以上であれば年１０日 。） ）

②父親も子育てができる働き方の実現
・ 父母がともに育児休業を取得する場合、１歳２か月（現行１歳）ま

、 （ ）。での間に １年間育児休業を取得可能とする パパ・ママ育休プラス
・ 父親が出産後８週間以内に育児休業を取得した場合、再度、育児休

業を取得可能とする。
・ 配偶者が専業主婦（夫）であれば育児休業の取得不可とすることが

できる制度を廃止する。
③仕事と介護の両立支援

（ 、・ 介護のための短期の休暇制度を創設する 要介護状態の対象家族が
１人以上であれば年５日、２人以上であれば年１０日 。）

④実効性の確保
・ 苦情処理・紛争解決の援助及び調停の仕組みを創設する。
・ 勧告に従わない場合の公表制度及び報告を求めた場合に報告をせ

ず、又は虚偽の報告をした者に対する過料を創設する。
厚生労働省としては、現在、企業において改正法の内容に沿った措置等の規

定が適切に整備され、制度として定着するよう、改正法の内容の周知徹底を図
っているところであり、各都道府県等におかれても引き続き御協力をお願いし
たい。
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（２）一般事業主行動計画の策定義務企業の拡大等について(平成23年4月1日施行)
平成２３年４月１日から、改正次世代育成支援対策推進法の施行により、一

般事業主行動計画の策定・届出、公表・周知を義務付けられる企業が従業員数
３０１人以上規模企業から１０１人以上規模企業に拡大される。
しかし、平成２２年１２月末現在で、新たに行動計画の策定・届出等が義務

となる従業員数１０１人以上３００人以下規模企業の行動計画の届出率は、１
５．２％と大変低い状況である。
各都道府県・市におかれても、引き続き、一般事業主行動計画の策定・届出

等について、周知・啓発にご協力をお願いしたい。
、 、 （「 」また 計画の公表については インターネットの利用 両立支援のひろば

サイト（http://www.ryouritsushien.jp/）等）その他適切な方法により公表
しなければならないが、県や市等自治体の広報誌への掲載も適切な方法とされ
ているので、企業から公表方法について問い合わせがあった場合には、適切に
ご対応いただきたい。
さらに、行動計画を策定し、その行動計画に定めた目標を達成するなどの一

定の要件を満たした場合、事業主が申請を行うことにより、厚生労働大臣（都
道府県労働局長へ委任）から「子育てサポート企業」として、認定を受けるこ
とができる制度がある。認定を受けた事業主は、次世代認定マーク（愛称：く
るみん）を、商品、広告、求人広告などにつけ、子育てサポート企業であるこ
とをアピールすることができる。これにより、企業イメージの向上、雇用され
る従業員のモラールアップや、それに伴う生産性の向上、優秀な従業員の採用
・定着などを図ることができると考えている。
各都道府県・市におかれては、多くの事業主が次世代育成支援対策推進法に

基づく認定を目指して取組を行うよう認定制度の周知にご協力をお願いしたい。
なお、平成２３年度税制改正大綱において、平成２３年４月１日から平成２

６年３月３１日までの間に、次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受けた
企業が、当該認定を受けることとなった一般事業主行動計画の期間中に新築等
（増改築を含む）をした建物について、３２％の割増償却を認めることが盛り
込まれたところである。

（３）ファミリー・サポート・センター事業について

子育て支援策として、健康な乳幼児や小学生等の児童の預かり等を行うための利用会員と提

供会員との連絡調整を行う「ファミリー･サポート･センター事業」を推進してきており、平成

２２年度現在で６３７市区町村で実施されている。

平成２１年度から病児・病後児の預かり、宿泊を伴う預かり等を実施していくため、「ファミ

リー･サポート･センター事業」において、「病児・病後児の預かり等」を行う事業を実施している。

「病児・病後児の預かり等」の事業を実施している市町村は７５市区町村にとどまっており、

県内で一市町村も実施していない都道府県もあるなど全国展開に到っていないことから「ファ、

ミリー･サポート･センター事業」における「病児・病後児の預かり等」の事業の実施について

市町村に対して積極的な働きかけをお願いしたい。
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仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援
対
策
の
概
要

長
時
間
労
働
の
抑
制
、
年

次
有
給
休
暇
の
取
得
促
進

等
全
体
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・

バ
ラ
ン
ス
の
推
進

両
立

支
援
制
度
を
利
用
し
や

す
い

職
場

環
境
づ
く
り

次
世
代
法
に
基
づ
く
事

業
主
の

取
組

推
進

・
仕
事
と
家
庭
を
両
立
し
や
す
い
環
境
の
整
備
等
に
関
す
る
行
動

計
画
の
策
定
・
公
表
・
従
業
員
へ
の
周
知

（
３
０
１
人
以
上
は
義
務
、
３
０
０
人

以
下
は

努
力
義

務

※
平
成
２
３
年
４
月
か
ら
１
０
１
人

以
上
は

義
務
）

・
一
定
の
基
準
を
満
た
し
た
企
業
を
認
定
（
く
る
み
ん
マ
ー
ク
）

助
成
金
を
通
じ
た
事
業
主
へ
の
支
援

表
彰
等
に
よ
る
事
業
主
の
意
識
醸
成

・
仕
事
と
家
庭
の
バ
ラ
ン
ス
に
配
慮

し
た
柔

軟
な
働

き
方

が
で
き
る
企
業
を
表
彰
（
均
等
・
両
立
推

進
企

業
表

彰
）

希
望

す
る
方
す
べ

て
が

子
育
て

等
を
し

な
が
ら

安
心
し

て
働
く

こ
と
が
で
き
る
社
会
の
実
現

女
性
の
継
続
就
業
率

３
８
％
（
平
成
１
７
年
）

→
５
５
％
（
平
成
２
９
年
）

男
性
の
育
児
休
業
取
得
率

１
．
７
２
％
（
平
成
２
１
年
）

→
１
０
％
（
平
成
２
９
年
）

→
１
３
％
（
平
成
３
２
年
）

法
律

に
基
づ
く
両
立
支
援
制
度
の
整
備

妊
娠
中
・
出
産
後
の
母
性
保
護
、
母
性
健
康

管
理

（
労
働
基
準
法

、
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
）

・
産
前
産
後
休
業
（
産
前
６
週
、
産
後
８
週
）
、
軽
易
な
業
務
へ
の

転
換
、
時
間
外
労
働
・
深
夜
業
の
制
限

・
医
師
の
指
導
等
に
基
づ
き
、
通
勤
緩
和
、
休
憩
、
休
業
等
の

措
置
を
事

業
主
に
義
務
づ
け

・
妊
娠
・
出
産
を
理
由
と
す
る
解
雇
の
禁
止

等

育
児
休
業
等
両
立
支
援
制
度
の
整
備

（
育

児
・
介
護
休
業
法
）

・
子
が
満
１
歳
（
両
親
と
も
に
育
児
休
業
を
取
得
し
た
場

合
、

１
歳
２
ヶ
月
＝
“
パ
パ
・
マ
マ
育
休
プ
ラ
ス
”
※
）
ま
で
（
保
育
所
に
入

所
で
き
な
い
場
合
等
は
最
大
１
歳
半
ま
で
）
の
育
児
休
業

・
子
が
３
歳
に
達
す
る
ま
で
の
短
時
間
勤
務
制
度
、
所
定

外
労
働

の
免
除
※

・
育
児
休
業

を
取
得
し
た
こ
と
等
を
理
由
と
す
る
解
雇
そ
の
他
の

不
利
益
取
扱
い
の
禁
止

等

※
平

成
２
１
年
７
月
１
日
公
布
の
改
正
法
に
よ
り
拡
充
。

（
施
行
日
：
原
則
と
し
て
平
成
２
２
年

６
月

３
０
日

。
た
だ
し
、
一

部
の
規
定
は
、
常

時
1
0
0
人

以
下

の
労

働
者

を
雇

用
す
る
事
業

主
に
つ
い
て
は
、
平
成
２
４
年

７
月

１
日

。
）

保
育
所
待
機
児
童
の
解
消
・

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
充

実
、

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン

タ
ー
事
業

男
性
の
育
児
休
業
取
得
促

進
等
男
性
の
子
育
て
へ
の

関
わ
り
の
促
進

（
イ
ク
メ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

子
育
て
女
性
等
の
再
就
職

支
援
（
マ
ザ
ー
ズ
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
事
業
）

そ
の

他

・
事
業
所
内
保
育
施
設
の
設
置
・
運
営
、
短
時
間
勤
務
制
度
の

導
入
な
ど
、
両
立
支
援
に
取
り
組
む
事
業
主

へ
各
種
助
成
金

を
支
給

（資料１）
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少
子

化
対

策
の

観
点

か
ら

、
喫

緊
の

課
題

と
な

っ
て

い
る

仕
事

と
子

育
て

の
両

立
支

援
等

を
一

層
進

め
る

た
め

、
男

女

と
も

に
子

育
て

等
を

し
な

が
ら

働
き

続
け

る
こ

と
が

で
き

る
雇

用
環

境
を

整
備

す
る

。

○
３
歳
ま
で
の

子
を
養
育
す
る
労
働
者
に
つ
い
て
、
短
時

間
勤
務

制
度
（
１
日

６
時

間
）
を
設
け
る
こ
と
を
事
業
主
の
義
務
と
し
、

労
働
者

か
ら
の

請
求
が
あ
っ
た
と
き
の
所
定
外

労
働
の

免
除
を
制

度
化
す
る
。

○
子

の
看

護
休

暇
制
度
を
拡
充
す
る
（
小
学
校
就

学
前
の

子
が
、
１
人

で
あ
れ

ば
年

５
日

（改
正
前
と
同
じ
）、

２
人
以
上
で
あ
れ
ば
年
１
０
日
）
。

○
父

母
が

と
も
に
育
児
休
業
を
取
得
す
る
場
合
、
１
歳

２
か

月
（改

正
前
１
歳

）
ま
で
の

間
に
、
１
年
間
育
児
休
業
を
取
得
可
能
と
す
る
（
パ
パ
・

マ
マ

育
休

プ
ラ
ス
）
。

○
父

親
が

出
産

後
８
週
間
以
内
に
育
児
休

業
を
取
得

し
た
場

合
、
再

度
、
育
児

休
業
を
取

得
可
能
と
す
る
。

○
配

偶
者

が
専

業
主
婦
（夫

）で
あ
れ
ば
育
児

休
業

の
取
得

不
可
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
制
度

を
廃
止
す
る
。

※
こ
れ
ら
に
あ
わ
せ
、
育
児
休
業
給
付
に
つ
い
て
も
所
要
の
改
正

１
子

育
て
期

間
中

の
働

き
方

の
見

直
し

２
父

親
も
子

育
て
が

で
き
る
働

き
方

の
実

現

○
苦

情
処

理
・
紛
争
解
決
の
援
助
及
び
調
停

の
仕
組

み
を
創
設

す
る
。

○
勧

告
に
従

わ
な
い
場
合
の
公
表
制
度
及
び
報

告
を
求
め
た
場

合
に
報

告
を
せ

ず
、
又
は

虚
偽
の
報
告
を
し
た
者
に
対
す
る
過
料
を
創
設
す
る
。

４
実

効
性

の
確

保

○
介

護
の

た
め
の

短
期
の
休
暇
制
度
を
創
設
す
る
（
要

介
護
状

態
の
対

象
家
族

が
、
１
人

で
あ
れ
ば
年
５
日
、
２
人
以
上
で
あ
れ
ば
年
１
０
日
）。

３
仕

事
と
介

護
の

両
立

支
援

【
施

行
期
日
】
平
成
２
２
年
６
月
３
０
日
（
た
だ
し
、
一
部
の
規
定
は
、
常
時
１
０
０
人
以
下
の
労
働
者
を
雇
用
す
る
事
業
主
に
つ
い
て
は
平
成
２
４
年
７
月
１
日
）

４
の

う
ち
、
調

停
に
つ
い
て
は
平
成
２
２
年
４
月
１
日
、
そ
の
他
は
平
成
２
１
年
９
月
３
０
日
。

育
児

休
業

、
介

護
休

業
等

育
児

又
は

家
族

介
護

を
行

う
労

働
者

の
福

祉
に

関
す

る
法

律
及

び
雇

用
保

険
法

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

の
概

要

４
４

（資料２）
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(1
)
国
に
よ
る
参

酌
標

準
の

提
示

（
公
布

か
ら
起
算
し
て

6
月
以
内
に
施
行
）

○
国
は
、
市

町
村

行
動
計
画
に
お
い
て
、
保
育
の
実

施
の
事

業
、
放

課
後
児

童
健
全

育
成
事

業
等
に
関
す
る
事
項
（量

）を
定
め
る
に
際
し
て

参
考

と
す
べ
き
標
準
（
参
酌
標
準
）を

定
め
る
も
の
と
す
る
。

(2
)
地
域
行
動
計
画

の
策

定
等

に
対

す
る
労

使
の
参

画
（
公
布
か
ら
起
算
し
て
６
月
以
内
施

行
）

○
市
町

村
及

び
都
道
府
県
は
、
行
動
計
画
を
策

定
・変

更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
住

民
の
意

見
を
反
映
さ
せ
る
ほ
か
、
労
使
を
参
画
さ
せ
る
よ

う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

(3
)
地
域
行
動
計
画

の
定

期
的

な
評

価
・
見

直
し

（
平
成

2
2
年

4
月
施
行
）

○
市
町

村
及

び
都
道
府
県
は
、
定
期
的
に
行
動

計
画
に
基

づ
く
措
置

の
実

施
状
況

等
を
評
価

し
、
計
画
の
変
更
等
の
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努

め
る
も
の
と
す
る
。

(1
)
一
般
事
業
主

行
動

計
画

の
策

定
・
届

出
義
務

の
対
象

の
拡
大

（
平
成

2
3
年

4
月
施
行
）

○
中
小

事
業

主
の
う
ち
一
定
規
模
以
上
(1
0
0
人

超
)の

事
業
主

に
つ
い
て
、
行
動

計
画
を
策

定
・
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。

(2
)
一
般
事
業
主

行
動

計
画

の
公

表
・
周

知
（
平
成

2
1
年

4
月
施
行
）

○
行
動

計
画

の
策
定
・
届
出
義
務
の
あ
る
事

業
主

に
つ
い
て
、
行
動

計
画
の
公

表
及
び
従
業

員
へ
の
周
知
を
義
務
づ
け
る
と
と
も
に
、
行
動
計

画
の
策

定
・
届

出
が
努
力
義
務
の
事
業
主

に
つ
い
て
も
、
同

様
の
努

力
義
務

を
設

け
る
。

２
一
般
事
業
主
に
よ
る
取
組
の
促
進

１
地
域
に
お
け
る
取
組
の
促
進

○
特

定
事

業
主

行
動
計
画

（
国

、
地

方
公

共
団

体
の
長
等
が
所
属
職
員
の
た
め
に
策
定
す
る
次
世
代
育
成
支

援
対
策
に
関

す
る
計

画
）
に
つ
い
て
、
職
員
へ
の
周
知

を
義

務
付

け
る
と
と
も
に
、
行
動
計
画
に
基
づ
く
措

置
の
実

施
状
況

を
公

表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。
（
平
成

2
1
年

4
月
施
行
）

３
特
定

事
業
主
に
よ
る
取
組
の
促
進

改
正
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
主
な
内
容

（資料３）
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認
定

基
準

・
行
動
計
画
の
期
間
が
、
２
年
以
上
５
年

以
下
で
あ
る
こ
と
。

・
策
定
し
た
行
動
計
画
を
実
施
し
、
そ
れ
に

定
め
た
目
標
を
達
成
し
た
こ
と
。

・
３
歳
か
ら
小
学
校
に
入
学
す
る
ま
で
の

子
を
持
つ
労
働
者
を
対
象
と
す
る
「
育
児

休
業
の
制
度
ま
た
は
勤
務
時
間
短
縮
等

の
措
置
に
準
ず
る
措
置
」を

講
じ
て
い
る
こ

と
。

・
計
画
期
間
内
に
、
男
性
の
育
児
休
業
等

取
得
者
が
お
り
、
か
つ
、
女
性
の
育
児
休

業
等
取
得
率
が
７
０
％
以
上
だ
っ
た
こ
と
。

な
ど

・
大
企
業
（
３
０
１
人
以
上
）
→
義
務

・
中
小
企
業
（
３
０
０
人
以
下
）
→
努
力

義
務

※
改
正

法
に
よ
り
平

成
２
３
年

４
月

か
ら
１
０
１
人

以
上
に
義

務
化

・
各
都
道

府
県

労
働

局
に

届
出

・
計
画
の

公
表

・
従

業
員

へ
周
知

（
※

H
２
１
年
４
月
か
ら
）

・
目
標
達

成
に
向

け
て
計

画
実
施

・
次
期
行
動
計
画
の

策
定
・
実
施

・
認
定
の
申
請

・
一

定
の

基
準

を
満

た
す
企

業
を
認

定

・
企

業
は

商
品

等
に
認

定
マ
ー
ク
を
使

用
可

行
動

計
画

例
１

計
画
期
間

平
成
○
年
○
月
○

日
～

平
成

○
年

○
月

○
日

ま
で

２
内
容

目
標
１

計
画

期
間
内
に
育
児
休

業
の

取
得

状
況

を
次

の
水

準
に
す
る

男
性
：
年
に
○
人
以
上
取

得

女
性
：
取
得
率
○
％
以
上

対
策

平
成
○

年
○
月

管
理
職
を
対

象
と
し
た
研

修
の

実
施

平
成
○
年
○
月

育
児
休
業

中
の

社
員

で
希

望
す
る
者

を
対

象

と
す
る
職

場
復

帰
の

た
め
の

講
習

会
を
年
に

○
回
実

施

目
標
２

ノ
ー
残
業
デ
ー
を
月
に
１
日

設
定

す
る
。

対
策

平
成
○
年
○
月

部
署
ご
と
に
検

討
グ
ル

ー
プ
を
設

置

平
成
○
年
○
月

社
内
報
な
ど
で
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
行

う

目
標
○

・
・
・

対
策

・
・
・

行
動
計

画
の
策
定

届
出
・
実
施

計
画
終
了
・
目
標
達

成
厚

生
労

働
大

臣
に
よ
る

認
定

・ ・ ・
次

世
代

認
定
マ
ー
ク
「
く
る
み

ん
」

次
世

代
法

に
基

づ
く
企

業
の

行
動

計
画

策
定

・
実

施
に
つ
い
て

［
平
成
１
７
年
４
月
１
日
～
］

［
平
成
１
９
年
４
月
１
日
～
］ ４
５

○
届
出
状
況
（
平
成
２
２
年

１
２
月

末
時
点
）

３
０
１
人
以
上
企
業
の

９
３
．
６
％

３
０
０
人
以
下
企
業

２
８
，
７
２
８
社

（
10

1人
以
上

30
0人

以
下
企

業
の

15
.2
％
）

規
模
計
届
出
企
業
数

４
１
，
８
４
９
社

○
認
定
状
況
（
平
成
２
２
年

１
２
月

末
時
点
）

認
定
企
業

１
，
０
１
６
社

（資料４）
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（Ａ） (Ｂ) （Ｃ） （（Ｃ）/（Ａ）×１００)％ （Ｄ） （（Ｄ）/（Ｂ）×１００)％

1 北海道 368 1,391 1,333 346 94.0% 987 105 7.5% 882 8
2 青森県 104 336 396 103 99.0% 293 144 42.9% 149 7
3 岩手県 109 313 484 109 100.0% 375 133 42.5% 242 2
4 宮城県 201 655 549 197 98.0% 352 115 17.6% 237 9
5 秋田県 87 237 364 87 100.0% 277 67 28.3% 210 4
6 山形県 106 318 357 99 93.4% 258 46 14.5% 212 2
7 福島県 163 317 555 163 100.0% 392 94 29.7% 298 7
8 茨城県 216 571 545 196 90.7% 349 82 14.4% 267 9
9 栃木県 140 431 696 136 97.1% 560 49 11.4% 511 8

10 群馬県 162 444 691 142 87.7% 549 54 12.2% 495 8
11 埼玉県 412 1,240 1,145 384 93.2% 761 167 13.5% 594 17
12 千葉県 363 812 794 356 98.1% 438 102 12.6% 336 18
13 東京都 3,978 7,743 8,472 3,522 88.5% 4,950 513 6.6% 4,437 474
14 神奈川県 744 1,739 1,765 692 93.0% 1,073 418 24.0% 655 32
15 新潟県 231 623 725 211 91.3% 514 59 9.5% 455 7
16 富山県 108 442 1,070 106 98.1% 964 163 36.9% 801 9
17 石川県 117 399 1,067 116 99.1% 951 245 61.4% 706 12
18 福井県 63 222 667 61 96.8% 606 80 36.0% 526 6
19 山梨県 56 224 320 54 96.4% 266 47 21.0% 219 6
20 長野県 200 626 737 196 98.0% 541 48 7.7% 493 21
21 岐阜県 172 557 650 168 97.7% 482 119 21.4% 363 20
22 静岡県 340 851 1,068 337 99.1% 731 148 17.4% 583 12
23 愛知県 927 2,674 2,009 830 89.5% 1,179 232 8.7% 947 49
24 三重県 155 457 405 150 96.8% 255 48 10.5% 207 8
25 滋賀県 94 320 801 93 98.9% 708 63 19.7% 645 7
26 京都府 261 901 680 254 97.3% 426 68 7.5% 358 25
27 大阪府 1,320 2,509 2,293 1,293 98.0% 1,000 204 8.1% 796 86
28 兵庫県 469 1,614 1,227 453 96.6% 774 171 10.6% 603 31
29 奈良県 69 208 240 69 100.0% 171 87 41.8% 84 6
30 和歌山県 54 243 254 50 92.6% 204 83 34.2% 121 4
31 鳥取県 41 165 223 41 100.0% 182 40 24.2% 142 3
32 島根県 47 187 317 47 100.0% 270 21 11.2% 249 2
33 岡山県 195 414 710 188 96.4% 522 99 23.9% 423 13
34 広島県 337 864 1,285 322 95.5% 963 209 24.2% 754 14
35 山口県 117 393 656 110 94.0% 546 65 16.5% 481 5
36 徳島県 42 159 293 42 100.0% 251 46 28.9% 205 5
37 香川県 109 329 431 104 95.4% 327 140 42.6% 187 9
38 愛媛県 139 369 584 139 100.0% 445 94 25.5% 351 6
39 高知県 59 196 314 55 93.2% 259 36 18.4% 223 3
40 福岡県 450 1,317 1,369 435 96.7% 934 138 10.5% 796 15
41 佐賀県 61 247 286 61 100.0% 225 90 36.4% 135 2
42 長崎県 99 371 362 93 93.9% 269 62 16.7% 207 0
43 熊本県 127 411 495 121 95.3% 374 82 20.0% 292 4
44 大分県 76 294 612 74 97.4% 538 148 50.3% 390 4
45 宮崎県 78 273 492 78 100.0% 414 139 50.9% 275 2
46 鹿児島県 153 450 647 148 96.7% 499 69 15.3% 430 9
47 沖縄県 94 253 414 90 95.7% 324 59 23.3% 265 6

14,013 36,109 41,849 13,121 93.6% 28,728 5,491 15.2% 23,237 1,016合計

都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況
 （平成２２年１２月末現在）

常時雇用労
働者３０1人
以上の企業
数

常時雇用労
働者１０１人
以上３００人
以下の企業
数

一般事業
主行動計
画策定届
提出企業
数

認定企業数

①
内、常時雇用
労働者３０１
人以上の企
業数

②
内、常時雇用
労働者３００
人以下の企
業数

届出率

（ア）
内、常時雇用
労働者１０１
人以上の企
業数

（イ）
内、常時雇用労働
者１００人以下の
企業数

届出率
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次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
認
定

企
業

に
係

る
割

増
償
却
制
度
に
つ
い
て

平
成

23
 年

４
月
１
日
か
ら
平
成

26
 年

３
月

31
 日

ま
で
の
期

間
内
に
、
青
色
申
告
書

を
提

出
す
る
法
人
で
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
認
定
を
受
け
た
も
の
が
、

当
該
認
定
の
日
を
含
む
事
業
年
度
終
了
の
日
に
お
い
て
有
す
る
建
物
等
で
事
業
の

用
に
供
し
た
も
の
の
う
ち
、
当
該
認
定
の
日
を
含
む
事
業
年
度
及
び
当
該
認
定
に

係
る
一
般
事
業
主
行
動
計

画
の
期
間
内
に
新
築
を
し
、
又

は
増
築
若
し
く
は
改
築
を

し
た
も
の
に
つ
い
て
、
当
該
認
定
の
日
を
含
む
事
業
年
度
に
お
い
て
普
通
償
却
限

度
額
の

32
％
の
割
増
償
却
が
で
き
る
措
置
を
講
じ
ま
す
（
所
得
税
に
つ
い
て
も
同
様

と
し
ま
す
。
）
。

「
平
成
２
３
年
度
税
制
改
正
大
綱
」
抜
粋

（資料５）
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フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ

ポ
ー
ト
・セ

ン
タ
ー
事
業
は
、
乳
幼

児
や

小
学
生

等
の
児

童
を
有
す
る
子

育
て
中

の
労
働
者
や
主
婦
等
を
会
員
と
し
て
、
児
童
の
預

か
り
等

の
援

助
を
受
け
る
こ
と
を
希
望
す
る
者
と
当

該
援
助

を
行

う
こ
と
を
希

望
す
る
者

と
の
相

互
援
助
活
動
に
関
す
る
連
絡
、
調
整
を
行
う
も
の
で

あ
る
。

平
成

２
１
年

度
か

ら
は
、
病
児
・病

後
児
の
預
か

り
、
早
朝

・夜
間

等
の

緊
急
時

の
預
か

り
な
ど
の
事
業
（病

児
・緊

急
対
応
強
化
事
業
）
を
行
っ
て

い
る
と
こ
ろ
。

な
お
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業
に
つ
い
て
は

、
平
成

１
７
年

度
か

ら
次

世
代
育

成
支
援
対
策
交
付
金
（
ソ
フ
ト
交
付
金
）
の
対
象
事

業
と
さ
れ
て
い
た
と
こ
ろ
だ
が
、
平
成
２
３
年
度
か
ら
は

、
「
現
物

サ
ー
ビ
ス
を
拡

充
す
る
た
め
の

新
た
な
交
付
金
」の

対
象
事
業
と
さ
れ
て
い
る
。

フ
ァ

ミ
リ

ー
・

サ
ポ

ー
ト

・
セ

ン
タ

ー
事

業
の

概
要

○
相

互
援

助
活

動
の

例
・
保

育
施

設
ま
で
の
送
迎
を
行
う
。

・
保

育
施

設
の

開
始

前
や
終
了
後
又
は
学
校
の

放
課

後
、

子
ど
も
を
預

か
る
。

・
保

護
者

の
病

気
や

急
用
等
の
場
合
に
子
ど
も
を
預

か
る
。

・
冠

婚
葬

祭
や

他
の

子
ど
も
の
学
校
行
事
の

際
、
子

ど
も

を
預

か
る
。

・
買

い
物

等
外

出
の

際
、
子
ど
も
を
預
か
る
。

・
病

児
・
病

後
児

の
預
か
り
、
早
朝
・夜

間
等
の
緊

急
預
か
り
対

応
（
平

成
２
１
年

度
か
ら
）

○
実

施
市

区
町

村
（
平
成
２
２
年
度
）

・
基

本
事

業
６
３
７
市
区
町
村

・
病

児
･緊

急
対

応
強
化
事
業

７
５
市
区
町
村

○
会

員
数

※
平
成
２
０
年
度
末
現
在

（
）
は
平
成
１
９
年
度
末
現
在

・
援
助
を
受
け
た
い
会
員

２
９
７
，
５
５
８
人
（
２
５
６
，
７
８
７
人
）

・
援
助
を
行
い
た
い
会
員

９
０
，
２
６
３
人
（

８
８
，
１
０
７
人
）

・
両
方
会
員

３
６
，
２
３
８
人
（

３
３
，
９
４
５
人
）

フ
ァ

ミ
リ

ー
・

サ
ポ

ー
ト

・
セ

ン
タ

ー
〔

相
互

援
助

組
織

〕

ア
ド

バ
イ
ザ
ー

援
助

を
行
い
た
い
会
員

援
助

を
受

け
た

い
会
員

援
助
の
申
し
入
れ

援
助
の
打
診

（資料６）
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フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ

ポ
ー
ト
・セ

ン
タ
ー
事
業
は
、
乳

幼
児
や

小
学
生

等
の
児

童
を
有
す
る
子

育
て
中

の
労
働
者
や
主
婦
等
を
会
員
と
し
て
、
児
童
の
預

か
り
等

の
援

助
を
受
け
る
こ
と
を
希
望
す
る
者
（利

用
会
員

）と
当
該

援
助
を
行

う
こ
と
を
希
望

す
る
者
（
提
供
会
員
）
と
の
相
互
援
助
活
動
に
関
す
る

連
絡

、
調

整
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

平
成

２
１
年

度
か

ら
始

め
た
、
「
病
児
・緊

急
対
応

強
化
事

業
」で

は
、
基

本
事

業
で
預

か
り
等

の
援

助
の
対
象
と
し
て
い
な
か
っ
た
、
病
児
・病

後
児

の
預

か
り
、
早

朝
・夜

間
等
の
緊
急
時
の
預
か
り
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

フ
ァ

ミ
リ

ー
・

サ
ポ

ー
ト

・
セ

ン
タ

ー
事

業
（

病
児

・
緊

急
対

応
強

化
事

業
）

の
概

要

○
事
業
内
容

病
児
・
病
後
児
の
預
か
り
等
に
関
す
る

・
会
員
の
募
集
、
登
録
そ
の
他
の
会
員
組
織
業
務

・
相
互
援
助
活
動
の
調
整
等

・
会
員
に
対
し
て
必
要

な
知
識
を
付
与
す
る
講
習
会
の
開
催

○
相
互
援
助
活
動
の
例

・
病
児
・
病
後
児
の
預
か
り
（
必
須
）

・
宿
泊
を
伴
う
子
ど
も
の
預
か
り

・
早
朝
・
夜
間
等
の
緊
急
時
の
子
ど
も
の
預
か
り

・
上
記
に
伴
う
保
育
施
設
、
自
宅
、
病
児
・
病
後
児
保
育
施
設
等
へ
の
送
迎

＜
実
施
市
区
町
村
（
平
成
２
２
年
度
）
＞

・
基
本
事
業

６
３
７
市
区

町
村

・
病
児
･緊

急
対
応
強
化
事
業
７
５
市
区
町
村

フ
ァ

ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
〔
相
互
援
助
組
織
〕

ア
ド

バ
イ
ザ
ー

援
助

を
行
い
た
い
会
員

援
助

を
受
け
た
い
会
員

援
助
の
申
し
入
れ

援
助
の
打
診

援
助

報
酬

状
況
の
把
握

市
区

町
村

直
営
・
委
託
・
補
助

医
療

機
関

関
係

機
関

都
道

府
県
・
郡
市
医
師
会

医
療

ア
ド
バ
イ
ザ
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１．社会的養護体制の拡充について

（１）施設の小規模化・施設機能の地域分散化の推進
社会的養護は、保護者のない児童や、虐待を受けた児童など家庭環境上養護

、 、を必要とする児童等に対し 公的な責任として社会的に養護を行う制度であり
児童虐待の増加等に伴い、質・量ともに充実が求められている。

社会的養護については、欧米主要国では、概ね半数程度が里親委託であるの
に対し、日本では施設における養護が９割を占めており、施設養護に依存して
いるとの指摘がある。また、児童養護施設の７割が大舎制で、定員１００人を
超えるような大規模施設もある。

対象児童が、心の健康な発達や、豊かな人間性の向上を図り、将来、自立し
て自らの健全な家庭を築いていくために必要な様々な知識や経験を身につけて
いけるよう、できるだけ家庭的な環境での養護を進めていくことが、極めて重
要である。

このため、施設におけるケア形態の小規模化を図るよう、①児童養護施設、
乳児院、情緒障害児短期治療施設及び児童自立支援施設を対象とした小規模グ
ループケアの実施や、②児童養護施設を対象とした地域小規模児童養護施設の
設置を進めている。

「子ども・子育てビジョン」において、当面、平成２６年度までの目標とし
て、小規模グループケア８００か所、地域小規模児童養護施設３００か所の目
標を設定し、推進しているところであり、取り組みの推進をお願いしたい。

平成２２年３月 平成２６年（目標値）

小規模グループケア ４５８か所 → ８００か所

地域小規模児童養護施設 １９０か所 → ３００か所

また、児童養護施設については、今後の方向として、施設がファミリーホー
ムの開設の支援や施設による里親支援を推進し、施設機能の地域分散化を図り
ながら、本体施設の小規模化、高機能化を図っていく方向であるので、よろし
くお願いする。

、 、 。なお 施設の小規模化等の推進のため 次の運用改善を行うこととしている
（関連資料4参照）

①小規模グループケアの定員要件の弾力化
・児童養護施設： 原則６人」→「原則６人～８人」「
・情緒障害児短期治療施設： 原則５人」→「原則５人～７人」「
・児童自立支援施設： 原則５人」→「原則５人～７人」「
・乳児院： 原則４人」→「原則４人～６人」「

②小規模グループケアのグループ数要件の弾力化
・ １本体施設２グループまで （一部３グループまで指定可能 」「 。 ）
→「１本体施設２グループまで。ただし、本体施設の全てを小規模グルー
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プ化、ファミリーホーム推進による地域分散化、里親支援等の要件により、
６グループまで指定可能」
③地域小規模児童養護施設の設置要件の弾力化
・既存定員に追加して設け、本体施設の入所率９０％以上要件の廃止
・１本体施設につき原則１か所。特に必要な場合は２か所 （それ以上は。

ファミリーホーム型を推進）
④児童家庭支援センターによる里親支援

・児童家庭支援センターによる里親支援の位置づけ

（２）里親委託等の推進
虐待を受けた子ども等、家庭での養育に欠ける子どもに対しては、可能な限

り家庭的な環境の下で愛着関係を形成しつつ養育を行うことが重要である。里
親制度は、そのような観点から極めて重要であり、平成２０年の児童福祉法改正で、

「 」 「 」 、・ 養育里親 を 養子縁組を希望する里親 と法律上区分するとともに
・ 平成２１年度から、養育里親・専門里親の里親手当を倍額に引き上げ、
・ 養育里親と専門里親について、里親研修を充実

などの改正を行ったところである。
また、里親の掘り起こしや、里親に対する相談支援等を行う「里親支援機関

事業」については、今後、一層の充実が必要であり、各自治体においては、取
り組みの充実をお願いする。また、この事業は、里親会や、児童家庭支援セン
ター、施設、公益法人、ＮＰＯ等に委託可能であり、これらの各組織の特徴も
踏まえながら、それぞれの得意分野を委託するなど、工夫して、積極的かつ効
果的な実施をお願いする。

里親等委託率については、平成１４年度末の７．４％から、平成２２年３月
末の１０．８％まで増加したが 「子ども・子育てビジョン」においては、当、
面、２６年度の目標として、１６％を設定している。

里親等委託率は、自治体間の格差が大きく、最大３２．５％、最小４．６％
となっている。里親等委託を進めるに当たっての課題は多々あるが、委託率が
高い自治体もあるところであり、一層の推進をお願いする。

なお、現在、里親委託のガイドラインの検討を行っているところであり、社
会保障審議会児童部会の社会的養護専門委員会で検討を行い、平成２３年春ま

（関連資料2参照）でに取りまとめる予定であるので、よろしくお願いする。

（３）情緒障害児短期治療施設の設置推進
情緒障害児短期治療施設は、ケアワーカーに加え、医師や心理療法担当職員

が配置されるなど人員配置が厚く、専門性の高い児童福祉施設であり、その設
置の促進をお願いする。

「子ども・子育てビジョン」において、平成２６年度の目標を４７か所と設
定しており、平成２０年度の３２か所から、平成２２年度には３７か所まで増
えてきたが、特に未設置の自治体におかれては、設置推進に努めていただくよ

（関連資料16参照）うお願いする。
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（４）母子生活支援施設の新しい機能・役割の推進
近年の母子生活支援施設の入所者の状況をみると 「夫等の暴力」を理由と、

する者（ＤＶ被害者）の入所が半数以上を占めるようになり、施設の広域利用
が進展している。また、虐待を受けた児童の入所も増加している。

このため、ＤＶ被害者の利用増加を踏まえ、施設入所の広域的な対応を推進
するとともに、虐待を受けた児童の支援を図るため、個別対応職員や心理療法
担当職員の配置の推進など、ＤＶ被害や児童虐待への対応の強化に努めていた
だきたい。

なお、都道府県や市町村設置の施設においては、指定管理者制度を採用され
ている場合もあろうかと思うが、財政計画ありきではなく、利用者の状況など
を踏まえた適切な支援が可能となるよう、柔軟な対応をしていただきたい。

また、同伴児童がいるＤＶ被害者の一時保護にあたっては、母子生活支援施
設への一時保護委託が適切であることから、平成２３年度から、独立行政法人
福祉医療機構の福祉貸付事業において、母子生活支援施設の本体整備に併せて
ＤＶ被害者を一時保護するための居室を整備する場合に、融資率を７５％から
８０％に引き上げることとしているので、施設整備を行う社会福祉法人等に対
し周知を図っていただき、積極的な整備が図られるようお願いしたい。

さらに、心身に障害を有する母子等に対する支援を充実するため、母子指導
員を配置するための特別生活指導員加算について、平成２３年度より、厚生労
働省の事前承認から都道府県知事等の指定（厚生労働省への指定結果報告及び

（関連資料21参照）実施状況報告）へと事務手続きを簡素化する予定である。

（５）平成２３年度児童入所施設措置費等予算案の概要
平成２３年度予算案の主な内容は以下のとおり

①施設の小規模化の推進
・小規模グループアの拡充
・地域小規模児童養護施設の拡充

②就職支度費、大学進学等自立生活支度費の改善
・７９，０００円に増額（平成22年度単価：77,000円）

③助産施設の分娩介助料の改善
・１８５，９１０円に増額（平成22年度単価：148,310円）

なお、正式な交付要綱案については、後日お示しいたします。

（６）社会的養護関係の児童福祉施設最低基準の見直し検討について
社会的養護の在り方の見直しについては、社会保障審議会児童部会社会的養

護専門委員会で検討を進めているところであり、また 「児童養護施設等の社、
会的養護の課題に関する検討委員会」を設置し、厚生労働省として社会的養護

、 、の課題について 短期的に解決すべき課題や中長期的に取り組む将来像を含め
集中的に検討することとしている。

さらに、社会的養護関係の児童福祉施設最低基準については、まず、現在の
予算措置の水準の範囲内で、最低基準（厚生労働省令）の見直しを早急に検討
するとともに、それ以上の人員配置の引上げについては、予算措置が必要とな
ることから、子ども・子育て新システムの検討に併せた質の改善の一環として
検討しているところである。
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２．児童養護施設等の整備について

児童養護施設等の施設整備について、次世代育成支援対策施設整備交付金
（以下「ハード交付金」という ）に係る整備計画策定においては、入所者の。
居住環境への十分な配慮をお願いする。

特に、入所者の居室については、中・高校生等の思春期児童やその他の入所
者のプライバシー等に十分配慮し、個室化を積極的に進めていただきたい。

また、施設におけるケア形態の小規模化を推進するため、児童養護施設、乳
児院、情緒障害児短期治療施設及び児童自立支援施設の整備のうち、小規模な

、 、グループケアを行う場合の整備について ハード交付金の加算対象としており
これを積極的に活用し、生活環境の充実に努めていただきたい。

また、児童養護施設について、本体施設の定員規模の大きい施設は、本体を
小規模化し、施設機能の地域分散化を図る方向を踏まえながら定員規模を検討
するよう、施設を指導していただきたい。
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３．母子家庭等自立支援対策について

（１）児童扶養手当について
①平成２３年度の児童扶養手当額について

児童扶養手当額については 「児童扶養手当法」及び「児童扶養手当法によ、
る児童扶養手当の額等の改定の特例に関する法律」に基づき、年平均の全国消
費者物価指数を基に所要の改定がされることとなっている。平成２３年度の児
童扶養手当額は、平成２２年の消費者物価指数が平成１７年の指数を０．４％
下回るため、法律の規定に従って以下のとおりとなるので、管内市区町村への
周知方お願いする。

なお、これを確定する児童扶養手当法施行令等の改正については、平成２２
年度末の予定であるので、随時情報提供をする。

・手当額（月額 （△０．４％））
（平成２２年度） （平成２３年度）

全部支給 ４１，７２０円 → ４１，５５０円
一部支給 ４１，７１０円 → ４１，５４０円

～９，８５０円 ９，８１０円

②障害基礎年金の子の加算の見直しに伴う児童扶養手当の取扱い
平成２３年４月に施行される「国民年金法等の一部を改正する法律 （平成2」

2年法律第27号。以下「改正法」という ）等により、障害基礎年金の受給権発。
生後に子を持ち、その子との間で生計維持関係がある場合にも、障害基礎年金
に子の加算を行うこととされ、子の加算の対象範囲が拡大される。

児童扶養手当は子が障害基礎年金の加算の対象となっている場合には支給さ
れないため、受給権発生後に有した子であって、これまで子の加算対象ではな
く児童扶養手当が支給されていた者については、特段の措置を講じない場合に
は、改正法等の施行に伴い児童扶養手当が支給されなくなり、手取りが減少す
るケースが生じる場合がある。

このため、年金制度の運用として、平成２３年４月より、子の加算の支給要
件である「生計維持」の取扱いを見直し、現に子の加算の対象となっている子
も含め、児童扶養手当額が子の加算額を上回る場合には、子の加算の対象とは
しないこととした。

これにより、当該者が児童扶養手当の対象となることから、別途お示しする
通知に基づき、事務手続に遺漏のないよう準備を進めていただくとともに、地
域住民への十分な周知方お願いする。

③児童扶養手当制度の運用について
児童扶養手当制度の運用については、日頃より、ご協力をいただいていると

ころ。特に、昨年は父子家庭への支給対象の拡大もあり、多大なご尽力をいた
だき厚く御礼申し上げる。更なる制度の周知にご努力いただきたい。
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引き続き、児童扶養手当の認定等の際の手続に当たっては、下記の事項に留
意のうえ、適切な運用をお願いしたい。
・ 児童扶養手当の申請を希望する相談があった場合には、必要な申請書類等

を速やかに渡すこと。
・ 受付時間の弾力化など児童扶養手当の申請希望者の便宜を図るとともに、

申請があった場合には、書類の不備等が無ければ、申請を受け付け、支給要
件に関し、実態を確認した上で、認定又は却下などの処分を行うこと。

・ 実態をよく確認せずに支給要件に該当しないと決めつけて、申請を拒んだ
り、資格喪失処分を行うことがないよう留意すること。

、 、 、 、 、 、・ なお 児童扶養手当は その支給要件が離婚 遺棄 拘禁 事実婚の解消
未婚の母、事実婚の不存在等個人の秘密に属する事項に関わるため、受給資
格者の認定に当たっては、プライバシーの問題に触れざるを得ないところで
あるが、必要以上にプライバシーの問題に立ち入らないよう事務運営に当た
って配慮すること。

・一部支給停止措置となった方に対しても、現況届提出時などあらゆる機会を
通じ、就業に向けた取組を促すこと。

（２）母子家庭等の就業支援対策の充実について
、「 」、「 」、母子家庭等自立支援対策については 子育て・生活支援策 就業支援策

「養育費の確保策 「経済的支援策」の４本柱による就業・自立に主眼を置い」、
た総合的な自立支援策を展開しているところであり、様々なメニューを実施し
ているところである。
就業支援策の取組状況については、全体としては進展しているところである

が、事業ごとに見ると未実施自治体もなお多く、実施自治体の間でも実施状況
に差があるところである。

、 「 」政府としても 平成２２年１月に閣議決定された 子ども・子育てビジョン
、「 」 「 」において 自立支援教育訓練給付金事業 及び 高等技能訓練促進費等事業

については 「平成２６年度までに全都道府県・市・福祉事務所設置町村での、
実施」を数値目標として設置しているところであり、未実施の自治体におかれ
ては早急に事業を開始していただくとともに、すでに事業を実施している自治
体においても一層の積極的な取組を行い、母子家庭の母の就業の促進が図られ
るようお願いする。

また、ハローワーク等の労働関係機関と十分に連携を図り、それらの実施し
ている施策も含め広報等を行うととともに、各事業の実施に当たってもよく連
携し、効果的な実施に努めていただきたい。

①母子家庭等就業・自立支援事業
ア 母子家庭等就業・自立支援センター事業

本事業については、実施主体となる都道府県、指定都市、中核市の全て
において事業が実施されているところであるが、就業支援事業等の各メニ

、 。ューごとの実施状況をみると 各自治体により大きな差がある状況である
一貫した就業支援サービス等を提供するという事業の趣旨に鑑みれば、
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全てのセンターにおいて、全てのメニュー事業が実施されることが望まし
いので、未実施のメニュー事業がある自治体におかれては、早急に実施する
ことをお願いする。

また、センターの開所については、これまでも土日等における開所につい
て配慮をお願いしてきたところであり 「就業支援事業」及び母子家庭等地、
域生活支援事業」については、平日に加え土日に開所した場合に、開所日数
に応じた運営費の加算も行っており、センターの土日開所について積極的な
実施をお願いする。

さらに、本事業の実施にあたっては、(1)職業紹介の許可の取得、(2)ホー
ムページの開設等により効果的な事業の実施に努めるとともに、(3)相談中
や講習中に子供を預かる託児コーナーの設置、(4)女性相談員の設置等、母
子家庭の生活実態に即した実施が可能となるよう、きめ細かな支援体制を整
備されたい。

イ 一般市等就業・自立支援事業
本事業は、母子家庭の母等が、できるだけ身近な地域において就業支援

が受けられるよう、一般市等を実施主体として、母子家庭等就業・自立支
援センター事業と同様の事業を実施可能としたものである。

平成２１年度については、２４市において実施されているところである
が、都道府県等におかれては、より多くの一般市等において事業が実施さ
れるよう母子家庭等就業・自立支援センター事業の実施により培ってきた
ノウハウを一般市等への提供するなどその実施を支援するとともに、実施
に当たりセンターとの連携を図るなど効果的な実施体制の構築にご協力を
お願いしたい。

②母子自立支援プログラム策定等事業
様々な事情や課題を抱える母子家庭の母に対して効果的な自立支援を行う

ためには、個々の母子家庭の実情に応じた支援が重要となる。
本事業については、都道府県や市等が母子家庭の母の状況やニーズに応じ

た自立支援プログラムを策定するものであり、個別的なきめ細やかな支援を
行う上で極めて有効な事業であり、未実施の自治体については早急に取り組
まれたい。

また、平成２３年度予算案においては、事業の対象として父子家庭の父を
加えたところであり、積極的な実施をお願いしたい。

③母子家庭自立支援給付金事業
就業経験の少ない母子家庭の母の就業のためには、就業に結びつきやすい

資格を取得することが有効であるが、資格の取得のためには長期間、養成機
関に通うことが必要になることから、その間の生活の不安や負担を小さくす
ることが重要である。

特に、養成機関に通う期間中の生活費の負担軽減のため支給する高等技能
訓練促進費等については、平成２１年６月から、安心こども基金を活用し、
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３年間の特別対策として、平成２３年度末までに修学を開始した者について
の支給期間を 修業期間の最後の１／２の期間 上 限１８か月 から 修「 （ ）」 「
業期間の全期間」に延長しており、この間に積極的な取り組みをお願いした
い。

また、高等技能訓練促進費等の支給の対象となる資格については、各都道
府県等において、地域の実情に応じて定めることとされているので、各地域
において就業に結びつきやすく、かつ養成機関において２年以上のカリキュ
ラムを修業することとされている資格については、実施要綱（母子家庭自立
支援給付金事業の実施について（平成15年6月30日雇児発第0630009号、雇用
均等・児童家庭局長通知 ）に例示されている看護師等にとどまらず適切な）
取扱いをお願いしたい。

本事業を活用して資格を取得した場合、正規雇用に結びつく割合が極めて
高いことから、各自治体におかれては、必要な予算の確保や母子家庭の母に
対する適切な周知についてお願いしたい。

なお、平成２４年度以降に修学を開始した者に対する高等技能訓練促進費
等の支給については、従前どおり 「修業期間の最後の１／２の期間（上限、
１８か月 」とされているのでご留意願いたい。）

④ひとり親家庭等の在宅就業支援
在宅就業については、子育て等をしながら就業でき、子どもの養育と生計

の維持を一人で担わなければならないひとり親家庭等にとって効果的な就業
形態である。

このため、安心こども基金を活用して、ひとり親家庭等の在宅就業につい
て「業務の開拓 「参加者の能力開発 「業務処理の円滑な遂行」等を一体的」 」
に取り組む自治体（都道府県及び市）に対して助成を行い、普及促進を図っ
ている。

また 「在宅就業」は、ひとり親だけでなく、障害者や高齢者などの生活、
も向上させるといった「これからの社会のセーフティーネット」といった意
義なども有していることから商工関係部局等とも連携していただきたい。

この事業については、現在１５都道府県市において国審査分事業として実
施されているほか、都道府県審査分事業として、１３県５市で実施中・予算
措置済み又は平成２３年度当初予算において措置予定となっている （平成。
23年1月現在）

本事業の実施期限は平成２３年度末であるが、２３年度中に開始された訓
練については、訓練全般の経費について、平成２５年度末まで助成対象とし
ている。

、 、したがって 平成２３年度補正予算での措置による事業開始も可能であり
是非とも積極的な取り組みをお願いしたい。

⑤母子家庭の母等の積極的な雇入れについて
各自治体やその関連法人等における職員等の雇い入れに際しては、求人情

報を近隣の母子家庭等就業・自立支援センターに提供するなど、母子家庭の
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母等の雇入れの促進に配慮していただきたい。
また、その際は、人事担当課等の協力を得て、福祉部局に限らず組織全体

において配慮がなされるようお願いする。

⑥母子福祉団体に対する事業発注について
「 」平成１６年１１月に施行された 地方自治法施行令の一部を改正する政令

により、母子福祉団体が行う事業で主として母子家庭の母及び寡婦が従事す
るものに係る契約については、随意契約によることができることとされてい
るところである。

このことを踏まえ、母子福祉団体に対して、積極的に事業を発注するな
ど、母子家庭の母等の就業促進についてご協力いただきたい。

⑦労働関係施策について
就業支援対策については、ハローワーク等の労働関係機関においても様々

な施策が実施されているところである。こうした機関とも積極的な連携が図
られるようお願いする。

（「 」ア 自治体とハローワークの協定に基づく就労・生活支援 福祉から就労
支援事業）

ハローワークにおいて実施していた「生活保護受給者等就労支援事業」
の機能を強化し、住宅手当受給者等をその支援対象者に加えるほか、自治
体とハローワークが、お互いの役割分担、支援対象者数及び事業目標等を
明記した協定を締結して、当該者の就労支援を行う「福祉から就労」支援
事業を平成２３年度より実施することとしている。

各自治体におかれては、福祉及び労働主管部局、福祉事務所と都道府県
労働局・ハローワークがどのような支援を連携して行う必要があるか検討
いただき、実効性のある協定の策定・締結にご理解・ご協力いただくとと
もに、当該協定に基づく就労支援の実施についてご協力をお願いする。

イ マザーズハローワーク事業
子育て女性等に対する就職支援の充実を図るため、マザーズハローワー

ク、マザーズサロン及びマザーズコーナーを設置し、子ども連れで来所し
やすい環境を整備するとともに、担当者制によるきめ細かな職業相談や求
職者のニーズを踏まえた求人の確保、地方自治体等との連携による子育て
情報等の提供など、再就職に向けた総合的かつ一貫した支援を行っている
ところである。

これら既存のマザーズハローワーク事業の拠点１６３カ所に加え、平成
２３年度予算案においては、新たに５か所のハローワーク内にマザーズコ
ーナーを設置する予定である。

各自治体におかれては、引き続き、子育て女性の就職支援や保育所、地
域の子育て支援サービスに関する各種情報の共有等 「マザーズハローワ、

」 。（ 、ーク事業 との密接な連携・協力をお願いする 都道府県におかれては
管内市等においても、連携・周知が図られるようお願いする ）。
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ウ 公共職業訓練
公共職業訓練において、母子家庭の母等を対象として、通常の訓練コー

スに加え、①託児サービスを付加した委託訓練の推進、②母子家庭の母等
、 「 」の特性に応じた訓練コースの実施 ③就職の準備段階としての 準備講習

に引き続き実際の職業に必要な技能・知識を習得するための職業訓練を行
う「準備講習付き職業訓練」などを実施している。

これらについては、支援を必要としている方々に情報が行き届くことが
重要であることから、各自治体におかれては、ハローワーク等との連携を
図るとともに、母子家庭の母等に対する周知をお願いしたい （都道府県。
等におかれては、管内の市等においても連携・周知が図られるよう配慮願
いたい ）。

エ 求職者支援制度
平成２１年７月より、新たな雇用のセーフティーネットとして、雇用保

険を受給できない方々に対し、無料の職業訓練及び訓練期間中の生活給付
を行う「緊急人材育成支援事業」を実施しているところ。

緊急人材育成支援事業の実施状況を踏まえ、平成２３年度からは、恒久
的な制度として「求職者支援制度」を創設することとしており、平成２３
年通常国会に法案を提出する予定である。

オ 均衡待遇・正社員化推進奨励金の創設について
平成２３年度から 「中小企業雇用安定化奨励金」と「短時間労働者均、

」 、「 」衡待遇推進等助成金 を整理・統合し 均衡待遇・正社員化推進奨励金
として有期契約労働者とパートタイム労働者の雇用管理改善に取り組む事
業主に対する支援を一体的に推進することとしている。

この奨励金は有期契約労働者又はパートタイム労働者を対象とした正社
員への転換制度や短時間正社員制度等を導入し、実際に制度利用者が生じ
た場合に支給されるものであり、正社員転換制度及び短時間正社員制度の
対象となる労働者が母子家庭の母等である場合には支給額を加算すること
としている。

そのため、各自治体におかれては、支給機関である都道府県労働局雇用
均等室と連携し、企業や母子家庭の母等に対する周知等をお願いしたい。
（都道府県等におかれては、管内の市等においても連携・周知が図られる
よう配慮願いたい ）。

206



（３）母子寡婦福祉貸付金について
①母子寡婦福祉資金の貸付について

本貸付金については、平成２１年６月から、貸付利率を引き下げるととも
に、連帯保証人がいない場合の貸付を可能にする等の拡充を行ったところで
あるが、経済的自立の助成及び生活意欲の助長を図るという貸付金の制度趣
旨を踏まえ、貸付けに際して、償還計画を作成し貸付内容について適正に審
査するとともに、母子自立支援プログラム策定員や母子家庭等就業・自立支
援センター等と連携し、就業支援策と一体的に実施する等、償還率の向上に
努められたい。

②償還率の改善について
財務省が実施した平成１７年度の予算執行調査の結果、近年償還率が低下

し、各自治体の償還確保等に向けた取組状況にばらつきが見られることなど
から、償還率の向上に向けた更なる取組の推進について指摘されたところで
ある。

各自治体においては、地域の実情を踏まえた独自の計画の策定や、具体的
な目標を設定するなど、従来より増して償還率の向上に努めていただくよう

（関連資料34参照）お願いしたい。

③平成２３年度の国庫貸付申請に係る協議について
平成２２年度においては、近年の経済状況等により母子世帯等への資金貸

付が増大し、国が都道府県等に貸し付ける資金に不足が生じる恐れが出たと
ころである。

このため、平成２３年度の国庫貸付申請に係る協議にあたっては、償還率
改善に向けた取組を提出していただくとともに、償還の状況を踏まえるなど
協議額を精査した上で、過剰な協議がないようにお願いしたい。

なお、平成２３年度の国庫貸付の内示にあたっては、都道府県等における
年度途中の貸付状況を把握させていただき、その状況を踏まえつつ、複数回
に分けて国庫貸付の内示を行う予定である。

（４）養育費相談支援について
平成１９年度から、養育費の取決め等に関する困難事例への対応や、養育費

相談にあたる人材養成のための研修等を行う「養育費相談支援センター」を設
置・運営しているところである。

同センターにおいては、母子自立支援員や母子家庭等就業・自立支援センタ
ー相談員からの養育費に関する相談を受け付けているほか、自治体が行う研修
等への講師の派遣も実施しているので、積極的にご活用いただきたい。

また、養育費の取得率の向上を図るため、平成１９年度から、母子家庭等就
業・自立支援センターに、養育費専門の相談員を配置することとしたところで
ある。相談員については、養育費や離婚問題等に詳しい者を専任で配置するこ
とが望ましいが、新たに相談員を配置することが困難な場合には、当面、既に
配置されている相談員等との兼務とすることも可能であるので、未配置の自治
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体におかれては早急に配置をお願いする。
養育費相談支援センターにおいて、養育費相談支援に関する研修会を実施し

ており、平成２３年度においても、養育費専門相談員向けの研修会及び母子自
立支援員など広く養育費の相談に従事する者向けの研修会を開催する予定であ
るので、各自治体におかれては、関係者が積極的に参加できるようお取り計ら
いいただきたい。

（５）保育所の優先入所等について
保育所の優先入所については、母子及び寡婦福祉法において保育所に入所す

る児童を選考する場合のひとり親家庭に対する特別の配慮を規定している他、
「保育所の入所等の選考の際における母子家庭等の取扱いについて （平成15」
年3月31日雇児発第0331011号）においても、
① ひとり親家庭を保育所入所の必要性が高いものとして優先的に取り扱うこと
② 都市部等の待機児童の多い地域については、特に、ひとり親に対する優先

的取り扱いが徹底されるよう配慮すること
③ ひとり親家庭のうち、離婚等の直後にある者であって生活の激変を緩和す

る必要があるものなど、特に自立の促進を図ることが必要と認められるもの
については最優先的に取り扱うこと

④ ひとり親家庭が求職活動、職業訓練を行っている場合にあっては、それら
の活動の日数・時間等に応じて、就業している場合と同等の状況にあるもの
として優先的に取り扱うこと

をお願いしているところである。
ひとり親家庭は、その世帯構成のため、就業や休職活動、職業訓練の受講に

際して、子どもを預かる場所の確保が不可欠であることから、特段の配慮を改
めてお願いする。

また、放課後児童クラブの利用についても、前述の通知等により、保育所と
同様に、ひとり親家庭の優先的な利用に対する配慮をお願いしているところで
あるので、改めてご了知いただきたい。
（都道府県においては、管内の市町村に対しても十分に周知されたい ）。

（６）子育て短期支援事業について
本事業は、保護者の疾病、仕事、育児疲れ等のために、家庭における児童の

養育が一時的に困難となった場合等に、児童養護施設等において短期間預かる
（ショートステイ事業 、あるいは、仕事等の理由によって平日の夜間又は休）
日に家庭における児童を養育することが困難となった場合等に児童養護施設等
において預かる（トワイライトステイ事業）ものである。

本事業については 「子ども・子育てビジョン （平成２２年１月閣議決定）、 」
において、ショートステイ事業は８７０ヵ所、トワイライトステイ事業は４１
０ヵ所を平成２６年度の目標としているところであるので、実施主体の市町村
及び事業委託先の児童養護施設等において積極的な実施が図られるとともに、
ひとり親家庭を含め、本事業の対象者に対する周知をお願いする。
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（７）全国母子世帯等調査の実施について
全国母子世帯等調査は、ひとり親家庭対策の推進を図るため、５年に１度

を基本に調査を実施し、全国の母子家庭や父子家庭の生活の実態等を把握して
いるところであり、平成２３年度に調査を実施することとしているので、ご協
力をお願いしたい。
なお、平成２３年度の調査の実施にあたっては、前回調査（平成18年度）時

と比べ、父子家庭の生活の実態等について精度を上げて把握することとしてい
るため、調査地区数を増加（1,800地区→5,000地区）する予定である。

（８）ひとり親家庭等に対する支援施策の周知等について
ひとり親家庭や寡婦の自立を促進するためには、まずは、ひとり親家庭や寡

婦の当事者本人がどのような支援を利用できるかの情報を知ることが必要であ
り、まずは、住民に身近な地方自治体における情報提供が重要となっている。

このため、離婚届を提出する戸籍窓口や児童扶養手当等を担当するひとり親
家庭等の支援窓口など、ひとり親家庭等が訪れる機会のある各種相談窓口が連
携を図りながら、支援施策のパンフレットを窓口で配布するなど、情報提供に
努められたい。

また、養育費相談支援センターにおいて、養育費の取り決めや確保の方法、
養育費相談支援センターの業務内容などを記載したパンフレットを希望のある
各都道府県・市町村に送付しているところであるので、ひとり家庭等が訪れる
可能性のある地方自治体の各種相談窓口や母子家庭等就業・自立支援センター
等において配布する等ご活用いただきたい。
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４．配偶者からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）対策等に
ついて

（１）婦人保護事業の充実について
①婦人相談所等の体制の強化について

平成２１年度に婦人相談所及び婦人相談員が受け付けた来所による相談状
況を見ると、夫等の暴力を主訴とする者の相談件数・割合ともに増加してお
り、２７，１８３人（前年度24,879人 、３２．６％（前年度31.3%）となっ）

（関連資料37参照）ている。
また、一時保護された女性６，６２５人のうち、夫等の暴力を入所理由と

する女性は４，６８１人で７０．７％を占めている。
一時保護委託契約施設数（平成22年4月1日現在）は２８４ヵ所（平成21年

度261ヵ所）となっており、前年度より増加している。
婦人相談所等に関しては、

・ 婦人相談所における休日・夜間電話相談事業および法的対応機能強化事業
・ 婦人相談所職員等への専門研修
・ 婦人相談所一時保護所や婦人保護施設における心理療法担当職員および

同伴児童への対応等を行う指導員の配置
・ 婦人相談所や婦人保護施設における夜間警備体制の強化

等様々な事業を実施し、被害者等の相談、保護等の支援体制の充実、強化
を図ってきたところである。

さらに、障害があることや外国人であること等特別なニーズをもった被害
者等の相談や保護等に関しては、
・ 安心こども基金（児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業）等

を活用した施設のバリアフリー化の推進
・ 外国人婦女子緊急一時保護経費等の確保
・ 専門通訳者養成研修の実施等を通じた通訳者の確保
・ 婦人保護事業啓蒙普及費を活用したＤＶ相談や人身取引被害者の保護
・ 支援等に関する点字や外国語のパンフレットおよびリーフレット等の作成・配布
・ ノウハウのある一時保護委託契約先の活用
等により、適切な対応をお願いしたい。

平成２３年度予算案においては、新たに、
・ 職員の専門性の向上のため、婦人相談所の指導的立場にある職員に対

（関連資料39参照）する研修を国において実施
・ 恋人からの暴力被害者も一時保護委託の対象とすること
を盛り込んだところでる。各都道府県においては、市町村及び民間の支援
団体を含む関係機関との連携、研修の充実等を図ることにより、婦人相談
所等の体制・機能の強化と相談・保護支援の一層の充実を図られたい。

（平成22年12月17日閣議決定）に おいなお、第3次男女共同参画基本計画
、 、て、売買春からの女性の保護 社会復帰支援について盛り込まれたことから

婦人保護事業において、売春の未然防止のために広く相談に応じ、早期に支
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援を必要とする女性を発見し、関係機関との連携強化により自立支援プログ
ラムの見直しを行う等の一層の充実に取り組んでいただきたい。

②妊娠・出産に係る支援体制の確保について
妊娠中の単身女性については、現行制度において、婦人相談所一時保護所

及び婦人保護施設での保護・支援を行うことができるほか、ＤＶ被害者につ
いては、都道府県の婦人相談所が一時保護の委託契約を締結している母子生
活支援施設に、当該単身女性の一時保護を委託することができる取扱いとな
っており、出産後、一時保護委託を終了し、福祉事務所が引き続き母子保護
の実施を行うことにより、そのまま同じ母子生活支援施設に入所することが
可能である。

各都道府県の婦人相談所においては、一時保護の委託契約施設として母子
生活支援施設の積極的な活用を検討するとともに、こうした困難な状況に置
かれた妊産婦の支援においては、福祉事務所、助産施設、医療機関、保健所
・保健センター、児童相談所等との連携を密にし、当該単身女性及び出産後
の同伴児童への適切な保護が行われるようお願いする。

また、妊娠に悩む者に対する専門の相談員を配置している女性健康支援セ
ンター等との連携にも努めていただきたい。

（２）ＤＶ被害者に対する保護支援等について
ＤＶ被害者に対する保護支援等については 「配偶者からの暴力の防止及び、

（平成20年1月11日 内閣府・国被害者の保護のための施策に関する基本的方針」
においても 「婦人相談所は、一家公安委員会・法務省・厚生労働省告示第1号） 、

時保護を行うという他の配偶者暴力相談支援センターにはない機能を有してお
り、都道府県における対策の中核として、処遇の難しい事案への対応や専門的

」 。・広域的な対応が求められる業務にも注力することが望ましい とされている
また、平成２１年５月に総務大臣から厚生労働大臣に対し 「配偶者からの、

暴力の防止等に関する政策評価」が行われ 「一時保護の機能の充実」につい、
て勧告された。これを受けて、一時保護の速やかな要否判断や福祉事務所、警
察等関係機関との緊密な連携等、一時保護に関する留意事項について通知を発

（ 配偶者からの暴力の被害者の一時保護機能の充実について （平成21年11月出し 「 」

、さら25日雇児福発1125第1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知）

に、ハローワークとの連携強化等の就労支援の強化についても通知を発出して
平成21年10月5日付 職首発1005号 能能発1005号「配偶者からの暴力被害いる （。

者に対する就労支援の強化について ）」

これらを踏まえ、婦人相談所においては、配偶者からの暴力被害者保護支援
ネットワーク事業を活用し、都道府県および市町村の支援センター、福祉事務
所等の関係機関のみならず、公共職業安定所や法務局や地方入国管理局等国の
関係機関、警察、医療機関、民間団体もふくめ都道府県協議会等を設置し、関
係機関による連携体制の構築を図り、実践的、継続的協議を行い、情報の周知
徹底や連携方法の確立および関連職員への研修の実施等について、なお一層の
充実を図るようお願いしたい。
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また、子ども手当制度においては、ＤＶ被害者のみが子の監護を行い、生計
同一である場合、又は、配偶者の監護が認められても被害者の方が子の生計を
維持する程度が高い場合には、現に居住する市町村に対し、子ども手当の申請
を行うことにより、当該被害者の配偶者に対する子ども手当の支給を停止し、
ＤＶ被害者が子ども手当の支給を受けることができる取扱いとしているところ

平成22年4月12日付 家庭福祉課事務連絡「平成22年度における子ども手である （。
申請の際には、ＤＶ当の支給に関する法律等の施行に関する情報提供について ）」

被害者である旨の証明書を添付することとされており、婦人相談所に対して証
明書の交付申請があった場合の対応についてよろしくお願いするとともに、Ｄ
Ｖ被害者に対して、こうした取扱いについて周知されたい。
なお、平成２３年１月２８日に国会に提出した法案においては、父母が別居

している場合に、子どもと同居する父又は母を優先的に認定する仕組みとして
いるところ。

（３）人身取引被害女性の保護について
人身取引被害女性の保護については、これまで民間シェルター等への人身取

引被害女性の一時保護委託を含め婦人相談所等において２７５名（平成13～平
（関連資料40参照）成21年度）の保護が行われてきたところである。

これまでもこの人身取引被害者の適切な保護・支援にあたっては 「人身取、
引対策行動計画２００９ を踏まえ、婦」（平成21年12月犯罪対策閣僚会議決定）

人相談所一時保護所や婦人保護施設における心理療法担当職員の配置や外国人
対応のための通訳雇上費、人身取引被害女性の医療費（他法他制度が利用でき
ない場合に限る 、法的な援助や調整等を行う弁護士等の確保や専門通訳者の）
養成など、鋭意取組を進めてきたところであるが、各都道府県においては、こ
れらの事業を活用するとともに、婦人相談所が、国籍を問わず、各般の問題を
抱えた女性の相談・保護に応ずる機関であり、法的な援助や調整も行うことが
可能であること等について、潜在的な人身取引被害女性が認識できるよう配慮
しつつ、各都道府県域において広報・周知に努めていただくようお願いする。

（平成22年6月人身取引対策に関すまた 「人身取引事案の取扱方法について、 」
を基に、警察、入国管理局、国際移住機関（ＩＯる関係省庁連絡会議申合せ）

Ｍ）等と緊密な連携を図りながら、今後も引き続き、人身取引被害女性に対す
る適切な保護・支援を実施いただくようお願いする。
今後とも婦人相談所等職員への専門研修等の場において、人身取引等外国人

被害女性に対する相談・保護を課題として取り上げるなどにより、人身取引や
。 、被害女性の実態等について知見を深めていただくようお願いする その際には

すでにノウハウを有している民間団体等の協力を得るなど、有効な研修等の実
施をお願いする。
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［家庭福祉課 関連資料］
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0.016%

0.015%

0.025%

0.013%

0.037%

0.020%

0.025%

0.024%

0.012%

0.010%

0.010%

0.040%

0.015%

0.046%

0.012%

0.012%

0.009%

0.026%

0.010%

0.011%

0.010%

0.022%

0.018%

0.014%

0.045%

0.011%

0.022%

0.010%

0.019%

0.012%

0.027%

0.027%

0.045%

0.013%

0.013%

0.023%

0.009%

0.018%

0.014%

0.012%

0.024%

0.018%

0.009%

0.017%

0.019%

0.033%

0.023%

0.309%

0.253%

0.244%

0.238%

0.228%

0.218%

0.217%

0.214%

0.204%

0.204%

0.201%

0.187%

0.186%

0.173%

0.170%

0.170%

0.168%

0.166%

0.166%

0.165%

0.164%

0.156%

0.152%

0.150%

0.150%

0.148%

0.146%

0.143%

0.141%

0.140%

0.139%

0.137%

0.134%

0.132%

0.127%

0.127%

0.117%

0.112%

0.110%

0.109%

0.104%

0.100%

0.100%

0.100%

0.097%

0.085%

0.048%

0.
00

0%

0.
05

0%

0.
10

0%

0.
15

0%

0.
20

0%

0.
25

0%

0.
30

0%

0.
35

0%

高 知 県

熊 本 県

東 京 都

鹿 児 島 県

鳥 取 県

山 口 県

宮 崎 県

徳 島 県

大 阪 府

長 崎 県

愛 媛 県

大 分 県

和 歌 山 県

北 海 道

長 野 県

広 島 県

京 都 府

福 岡 県

兵 庫 県

石 川 県

岡 山 県

神 奈 川 県

茨 城 県

佐 賀 県

山 梨 県

奈 良 県

青 森 県

岐 阜 県

岩 手 県

秋 田 県

栃 木 県

島 根 県

沖 縄 県

埼 玉 県

愛 知 県

三 重 県

福 井 県

群 馬 県

福 島 県

山 形 県

静 岡 県

宮 城 県

富 山 県

香 川 県

千 葉 県

滋 賀 県

新 潟 県

里
親
委
託
児
童
の
対

18
歳

未
満
人
口
比

乳
児
院
・
児
童
養
護
施
設
児

の
対

18
歳
未
満
人
口
比

１
８
歳
未
満
人
口
に
占
め
る
施
設
入
所
児
の
割
合
は
、
自
治
体

間
で
大
き
な
格
差
が
あ
る

最
大
：0

.3
09

%
（高

知
県
）、

最
小
：
0.

04
8%

（新
潟
県
）

１
８
歳
未
満
人
口
に
占
め
る
里
親
委
託
児
の
割
合
も
、
自
治
体

間
で
大
き
な
格
差
が
あ
る
が
、
施
設
入
所
児
の
割
合
の
大
小
と

の
相
関
関
係
は
弱
い

※
18
歳
未
満
人
口
（
平
成
１
７
年
度
国
勢
調
査
）
と
乳

児
院
、
児
童
養
護
施
設
の
入
所
児
童
数
、
里
親
委

託
児
童
数
（
平
成

20
年
度
福
祉
行
政
報
告
例
）
の

比
較

各
都
道
府
県
の

18
歳
未
満
人
口
に
占
め
る
里
親
委
託
児
童
数
及
び
乳
児
院
・児

童
養
護
施
設
委
託
児
童
数
の
割
合
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児
童
養
護
施
設
の
形
態
と
小

規
模
化
の
必
要
性

寮
舎
の
形
態

小
規
模
ケ
ア
の
形
態

大
舎

中
舎

小
舎

小
規
模

グ
ル
ー

プ
ケ
ア

地
域
小
規

模
児
童
養

護
施
設

そ
の
他

ｸ
ﾞﾙ
ｰ
ﾌ
ﾟ

ﾎ
ｰ
ﾑ

保
有
施
設
数

（
N

=4
89
）

施
設
数

37
0

95
11

4
21

2
11

1
55

％
75

.8
19

.5
23

.4
43

.4
22

.7
11

.3

舎
数

47
6

22
0

44
4

21
2

11
6

98

一
舎
あ
た
り

定
員
数

平
均

45
.6

5
15

.4
3

8.
82

7.
27

5.
99

6.
06

一
舎
あ
た
り

在
籍
児
童
数

平
均

42
.0

9
14

.4
6

8.
36

7.
14

5.
81

5.
58

職
員
一
人
あ
た
り

児
童
数

※
平
均

4.
43

3.
91

3.
39

3.
08

2.
75

2.
59

※
 社

会
的
養
護
施
設
に
関
す
る
実
態
調
査
（
平
成

20
年
3月

1日
現
在
）
、
調
査
回
答
施
設
数
４
８
９

※
「
職
員
１
人
当
た
り
児
童
数
」
は
、
週
４
０
時
間
に
換
算
し
た
も
の
。
施
設
に
お
い
て
は
休
日
、
夜
間

の
対
応
も
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

※
「
大
舎
」
：
1舎

当
た
り
定
員
数
が

20
人
以
上
、

「
中
舎
」
：
同
13
～
19
人
、
「
小
舎
」
：
同

12
人
以
下

※
例
え
ば

、
大
舎
の
寮
の
中
に
小
規
模
グ
ル
ー
プ
ケ
ア
の
ユ
ニ
ッ
ト
が
あ
る
場
合
、
小
規
模
グ
ル
ー
プ

ケ
ア
に
よ
る
定
員
、
在
籍
児
童
数
は

大
舎
の
定
員
、
在
籍
児
童
数
か
ら
は
除
か
れ
て
い
る
。

定
員

施
設
数

～
2
0

7
(
1
.
2
%
)
 

～
3
0

5
1

(
9
.
0
%
)
 

～
4
0

8
3

(
1
4
.
6
%
)
 

～
5
0

1
2
8

(
2
2
.
5
%
)
 

～
6
0

8
9

(
1
5
.
6
%
)
 

～
7
0

7
4

(
1
3
.
0
%
)
 

～
8
0

5
0

(
8
.
8
%
)
 

～
9
0

3
5

(
6
.
2
%
)
 

～
1
0
0

2
0

(
3
.
5
%
)
 

～
1
1
0

1
3

(
2
.
3
%
)
 

～
1
2
0

7
(
1
.
2
%
)
 

～
1
5
0

6
(
1
.
1
%
)
 

1
5
1
～

6
(
1
.
1
%
)
 

総
数

5
6
9
(
1
0
0
%
)

社
会
福
祉
施
設
等
調
査

（平
成

20
年

10
月

1日
）

②
定
員
規
模
別
施
設
数

①
大
舎
・中

舎
・
小
舎
の
現
状
、
小
規
模
ケ
ア
の
現
状

児
童
養
護
施
設
の
７
割
が
大
舎
制
。
ま
た
、
定
員
１
０
０
人
を
超
え
る
よ
う
な
大
規
模
施
設
も
あ
る
。

（資料３）
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里
親

家
庭
に
お
け
る
養
育
を
里

親
に
委
託

（４
名
ま
で
）

養
育
里
親

専
門
里
親

養
子
縁
組
里
親

親
族
里
親

登
録
里
親
数
７
，
１
８
５
人

（う
ち
養
育
里
親
５
，
８
４
２
人
）

（う
ち
専
門
里
親
５
４
８
人
）

委
託
里
親
数
２
，
８
３
７
人

委
託
児
童
数

３
，
８
７
０
人

→
２
６
年
度
目
標

養
育
里
親
登
録

8，
00

0世
帯

専
門
里
親
登
録

80
0世
帯

大
舎
（２
０
人
以
上
）

中
舎
（１
３
～
１
９
人
）

小
舎
（１
２
人
以
下
）

1歳
～
１
８
歳
未
満
（必
要
な

場
合
０
歳
～
２
０
歳
未
満
）

職
員 施
設
等
の
ほ
か

就
学
児
童
６
：１

３
歳
以
上
４
：１

３
歳
未
満
２
：１

５
６
９
か
所

定
員
３
３
，
９
９
４
人

現
員
３
０
，
６
９
５
人
（
90

.3
%

)

児
童
養
護
施
設

地
域
小
規
模

児
童
養
護
施
設

(グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

)

本
体
施
設
の
支
援
の
も
と

地
域
の
民
間
住
宅
な
ど
を

活
用
し
て
家
庭
的
養
護
を
行
う

定
員
６
名

職
員
：専
任
２
名
＋
そ
の

他
の
職
員
（非
常
勤
可
）

２
１
年
度
１
９
０
カ
所

→
２
６
年
度
目
標

３
０
０
か
所

小
規
模
住
居
型

児
童
養
育
事
業

（フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
）

養
育
者
の
住
居
に
お
い

て
家
庭
的
養
護
を
行
う

定
員
５
～
６
名

職
員
３
名
以
上
（う
ち
１

名
以
上
が
生
活
の
本

拠
を
置
く
）

２
１
年
度
５
３
か
所

→
２
６
年
度
目
標

１
４
０
か
所

施
設
の
小
規
模
化
と
家
庭
的
な
養
護
の
推
進

乳
児
院

乳
児

(０
歳

)､
必
要
な
場
合
幼
児

(小
学
校
就
学
前
）

１
２
４
カ
所

定
員
３
，
７
９
４
人
、
現
員
２
，
９
６
８
人
（
７
８
．
２

%
）

※
「２
６
年
度
目
標
」は
、
子
ど
も
子
育
て
ビ
ジ
ョ
ン

施
設
の
定
員
等
の
全
国
計
は
福
祉
行
政
報
告
例
（平
成
２
２
年
３
月
末
現
在
）

里
親
等
委
託
率

里
親
＋
ﾌ
ｧ
ﾐﾘ
ｰ
ﾎ
ｰ
ﾑ

=
養
護
＋
乳
児
＋
里
親
＋
ﾌ
ｧ
ﾐﾘ
ｰ
ﾎ
ｰ
ﾑ

２
２
年
３
月
末

１
０
．
８
％

→
２
６
年
度
目
標
１
６
％

児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
（自
立
援
助
ホ
ー
ム
）

養
護
施
設
等
退
所
後
、
就
職
す
る
児
童
等
が

共
同
生
活
を
営
む
住
居
に
お
い
て
自
立
支
援

２
１
年
度
５
９
所

→
２
６
年
度
目
標
１
６
０
か
所

小
規
模

グ
ル
ー
プ
ケ
ア

（ユ
ニ
ッ
ト
ケ
ア
）

本
体
施
設
に
お
い
て

小
規
模
な
グ
ル
ー
プ

に
よ
る
ケ
ア
を
行
う

１
グ
ル
ー
プ
６
人

職
員
１
名
＋
非
常

勤
職
員
を
加
配

２
１
年
度
４
５
８
か
所

→
２
６
年
度
目
標

８
０
０
か
所

(乳
児
院
等
を
含
む
）

社
会
的
養
護
が
必
要
な
児
童
を
、
可
能
な
限
り
家
庭
的
な
環
境
に
お
い
て
安
定
し
た
人
間
関
係
の
下
で
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

施
設
の
ケ
ア
単
位
の
小
規
模
化
、
里
親
や
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
な
ど
を
推
進

よ
り
家
庭
的
な
養
育
環
境

（資料４）
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児
童
養
護
施
設

の
形
態
の
今
後
の
在
り
方

施
設

規
模

大

ケ
ア

単
位

大
（

大
舎

制
、

中
舎

制
）

地 域 小 規 模 児 童 養 護

施
設

が
開

設
を
支
援

施
設
が
里
親
支
援

と
里
親
委
託
推
進

里 親

本
体
施
設
の

小
規
模
化

高
機
能
化

小
規
模
グ
ル
ー

プ
ケ
ア

地 域 小 規 模 児 童 養 護
里 親

里 親
里 親

里 親
里 親

里 親
里 親

里 親
里 親

里 親
里 親

フ ァ ミ リ ー ホ ー ム

フ ァ ミ リ ー ホ ー ム

フ ァ ミ リ ー ホ ー ム

施
設
機
能
の
地
域
分
散
化

・
家
庭
的
養
護
の
推
進

小
規
模
化
と
施
設
機
能
の
地
域
分
散
化
に
よ
る
家
庭
的
養
護
の
推
進


ケ
ア
単
位
の
小
規
模
化


本
体
施
設
の
小
規
模
化
、
高
機
能
化


施
設
に
よ
る
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
の
設
置
、
里
親
の
支
援

（資料５）
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里
親
委
託
の
推
進
と
里
親
支

援
機
関

児
童
家
庭

支
援
セ
ン

タ
ー

里 親
里 親

里 親
里 親

里 親

里 親
里 親

里 親

児
童
相
談
所

・児
童
福
祉
司
、
里
親
担
当
職
員

児
童
養
護
施
設

乳
児
院

里
親
会

里
親
支
援
機
関
事
業

実
施
主
体

・都
道
府
県
・指
定
都
市
・児
相
設
置
市

・里
親
会
、
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
、
乳

児
院
、
児
童
養
護
施
設
、

N
PO
等
に
委

託
可
能

里
親
制
度

普
及
促
進

事
業

普
及
啓
発

養
育
里
親
研
修

専
門
里
親
研
修

里
親
委
託

推
進
・支
援

等
事
業

里
親
委
託
支
援
等

里
親
家
庭
へ
の
訪
問
支
援

里
親
に
よ
る
相
互
交
流

里 親

里 親
里 親

里 親

里 親
里 親

里 親

市
町
村

公
益
法
人

N
P
O

等

○
里

親
委

託
の

促
進

の
た
め

、
平
成
21
年
度

か
ら

、
里

親
手

当
の

引
き

上
げ

を
行

っ
た

ほ
か

、
新
規

里
親
の

掘
り
起

こ
し
や

里
親

支
援

等
の

業
務

行
う

「
里
親

支
援
機

関
」
事

業
を

実
施

し
て

い
る

が
、

そ
の

効
果

的
な

実
施

が
必
要

。

○
里

親
委

託
の

推
進

の
た
め

に
は
、

里
親
会

の
活

動
や

、
地

域
の

拠
点

で
あ

る
児

童
養

護
施

設
、
乳

児
院
の

支
援
が

重
要
。

里
親
支
援

機
関

里
親
支
援

機
関

里
親
支
援

機
関

（資料６）
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○
登
録
里
親
確
保
の
問
題

・里
親
制
度
の
社
会
的
認
知
度
が
低
く
、
新
規
委
託
可
能
な
登

録
里
親
が
少
な
い
。

・里
親
の
希
望
す
る
条
件
（性
別
、
年
齢
、
養
子
縁
組
可
能
性

等
）と
合
わ
な
い
。

・信
頼
関
係
の
構
築
が
難
し
く
、
児
童
相
談
所
と
し
て
信
頼
で

き
る
里
親
が
限
ら
れ
る
。
里
親
の
養
育
技
術
向
上
。

・里
子
が
万
一
の
ト
ラ
ブ
ル
や
事
故
に
遭
遇
し
た
時
の
里
親
と

し
て
の
責
任
が
心
配
で
、
登
録
申
請
に
至
ら
な
い
。

等

○
実
親
の
同
意
の
問
題

・里
親
委
託
に
対
す
る
実
親
の
同
意
を
得
る
こ
と
が
難
し
い
。

（施
設
な
ら
同
意
す
る
が
、
里
親
の
場
合
に
同
意
し
な
い
）
等

○
児
童
の
問
題
の
複
雑
化

・発
達
障
害
等
児
童
の
抱
え
る
問
題
等
が
複
雑
化
し
て
お
り
、

里
親
へ
の
委
託
が
困
難
な
ケ
ー
ス
が
増
え
て
き
て
い
る

等

○
実
施
体
制
、
実
施
方
針
の
問
題

・児
童
福
祉
司
が
虐
待
対
応
業
務
に
追
わ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

里
親
委
託
へ
の
業
務
に
十
分
に
関
わ
れ
て
い
な
い
。

・里
親
専
任
担
当
職
員
が
配
置
さ
れ
て
い
な
い
な
ど
、
里
親
を

支
援
す
る
た
め
の
体
制
の
整
備
が
十
分
で
な
い
。

・未
委
託
里
親
の
状
況
や
里
親
委
託
を
検
討
で
き
る
児
童
の

情
報
な
ど
、
県
内
全
児
相
で
の
情
報
共
有
が
必
要

・職
員
の
意
識
の
問
題
と
し
て
、
失
敗
を
恐
れ
る
と
委
託
に
消

極
的
に
な
り
、
無
難
な
施
設
を
選
択
す
る
等
の
問
題

等

里
親
委
託
を
推
進
す
る
上
で
の
課
題
と
取
り
組
み

（各
都
道
府
県
市
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
よ
り
）

○
広
報
・啓
発

・市
区
町
村
や
里
親
会
等
と
の
連
携
・協
力

・里
親
子
に
よ
る
体
験
発
表
会
（里
親
の
実
情
を
知
っ
て
も
ら
う
）

・一
日
里
親
体
験
、
里
親
希
望
者
と
施
設
児
童
と
の
交
流
事
業

等

○
実
親
の
理
解

・養
子
縁
組
を
希
望
す
る
里
親
の
イ
メ
ー
ジ
が
強
い
中
で
、
養
育
里
親

の
普
及
を
進
め
る

・養
育
里
親
に
つ
い
て
の
里
親
の
意
識

・実
親
の
理
解
が
得
や
す
い
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
へ
の
委
託

等

○
里
親
の
支
援

・里
親
交
流
会
で
体
験
談
を
語
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
深
め
る

・里
親
の
孤
立
化
を
防
止
、
訪
問
支
援

・里
親
研
修
、
養
育
技
術
の
向
上

・地
域
と
の
連
携
を
つ
く
り
、
里
親
に
よ
い
養
育
環
境
を
つ
く
る

等

○
実
施
体
制
、
実
施
方
針

・里
親
支
援
機
関
事
業
を
外
部
に
委
託
し
、
里
親
支
援
体
制
を
充
実

・里
親
会
の
強
化

・里
親
担
当
職
員
の
増
員
等

・里
親
委
託
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定

・里
親
委
託
等
推
進
委
員
会
を
設
置
し
、
関
係
機
関
・団
体
の
間
で
里

親
委
託
に
対
す
る
共
通
認
識
を
持
ち
、
委
託
推
進
の
機
運
を
高
め
る

・相
談
ケ
ー
ス
ご
と
に
里
親
委
託
の
検
討
。
施
設
入
所
児
童
の
中
か

ら
、
委
託
可
能
な
児
童
を
掘
り
起
こ
し

等

里
親
委
託
を
進
め
る
上
で
の
課
題

里
親
委
託
を
推
進
す
る
取
り
組
み
例

（資料７）
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事業種別

普及啓発 養育里親研修 専門里親研修 里親委託支援等 里親家庭への訪問支援 里親による相互交流

1 北 海 道 ○ ○
2 青 森 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
3 岩 手 県
4 宮 城 県 ○ ○ ○
5 秋 田 県
6 山 形 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
7 福 島 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
8 茨 城 県 ○ ○ ○ ○ ○
9 栃 木 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
10 群 馬 県
11 埼 玉 県 ○ ○ ○ ○
12 千 葉 県
13 東 京 都 ○ ○ ○ ○ ○ ○
14 神 奈 川 県
15 新 潟 県 ○ ○ ○
16 富 山 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
17 石 川 県
18 福 井 県
19 山 梨 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
20 長 野 県 ○ ○ ○
21 岐 阜 県 ○ ○ ○
22 静 岡 県
23 愛 知 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
24 三 重 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
25 滋 賀 県 ○ ○ ○ ○ ○
26 京 都 府 ○ ○
27 大 阪 府 ○ ○ ○ ○ ○ ○
28 兵 庫 県 ○ ○ ○
29 奈 良 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
30 和 歌 山 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
31 鳥 取 県
32 島 根 県 ○ ○ ○ ○
33 岡 山 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
34 広 島 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
35 山 口 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
36 徳 島 県
37 香 川 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
38 愛 媛 県
39 高 知 県 ○ ○ ○
40 福 岡 県 ○ ○ ○
41 佐 賀 県
42 長 崎 県
43 熊 本 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
44 大 分 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
45 宮 崎 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
46 鹿 児 島 県
47 沖 縄 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
48 札 幌 市
49 仙 台 市
50 さ い た ま 市
51 千 葉 市 ○ ○ ○
52 横 浜 市
53 川 崎 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
54 相 模 原 市 ○ ○ ○ ○ ○
55 新 潟 市
56 静 岡 市
57 浜 松 市
58 名 古 屋 市
59 京 都 市
60 大 阪 市
61 堺 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
62 神 戸 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
63 岡 山 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
64 広 島 市
65 北 九 州 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
66 福 岡 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
79 横 須 賀 市
81 金 沢 市
103 熊 本 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

41 42 39 30 29 32合　　　計

里親支援機関事業の実施状況（都道府県・政令指定市・児相設置市別）

都道府県市名
里親制度普及促進事業

里親支援機関事業
里親委託推進・支援等事業

（資料８）
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事
業
種
別

直
営

委
託

里
親
会

児
童
家
庭

支
援

セ
ン
タ
ー

乳
児
院

児
童
養

護
施
設

（
社
福
）

母
子

愛
育
会

公
益
法
人

N
P

O
法
人

等

里
親
支
援

機
関
事
業

42
自
治
体

里
親
制
度

普
及
促
進

事
業

普
及
啓
発

32
14

6
3

0
0

0
5

養
育
里
親
研
修

30
13

5
3

0
0

0
5

専
門
里
親
研
修

5
39

1
1

0
0

37
0

里
親
委
託

推
進
・
支

援
等
事
業

里
親
委
託
支
援
等

26
7

3
1

1
0

0
2

訪
問
支
援

25
6

1
2

1
0

0
2

相
互
交
流

15
20

12
3

1
0

0
4

実
施
自
治
体
・
受
託
機
関
数

42
41

16
4

1
0

3
7

6

里
親
支
援

事
業

（経
過
措
置
）

27
自
治
体

里
親
研

修
事
業

基
礎
研
修

26
3

1
0

0
2

0
0

専
門
研
修

3
21

0
0

0
0

21
0

里
親
養
育
相
談
事
業

15
4

0
2

1
0

0
1

里
親
養
育
援
助
事
業

7
1

0
0

0
0

0
1

里
親
養
育
相
互
援
助
事
業

11
7

5
2

0
0

0
0

里
親
委
託
推
進
事
業
（経

過
措
置
）

15

実
施
自
治
体
・
受

託
機
関
数

27
25

5
2

1
2

2
1

2

里
親

支
援

機
関

事
業

等
の

委
託

先
（

平
成

２
２
年

度
）

家
庭

福
祉

課
調
べ
（
平
成
2
2
年
1
0月

）

（資料９）
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進
学

就
職

そ
の
他

大
学
等

専
修
学
校
等

児
童
養
護
施
設
児

1,
44
4
人

18
7人

1
3
.0
%

14
6
人

10
.1
%

96
9
人

6
7
.1
%

1
4
2
人

9
.8
%

里
親
委
託
児

17
5人

4
7人

2
6
.9
%

34
人

19
.4
%

75
人

4
2
.9
%

1
9
人

1
0
.9
%

（参
考
）全

高
卒
者
1,
06
9
千
人

58
1千

人
5
4
.3
%

24
6
千
人

23
.0
%
16
7
千
人

1
5
.7
%

7
5
千
人

7
.1
%

※
「

高
校

等
」

は
、

高
等

学
校

、
中

等
教

育
学

校
後

期
課

程
、

特
別

支
援

学
校

高
等

部
、

高
等

専
門

学
校

※
「
大

学
等
」

は
、

大
学

、
短

期
大

学
、

高
等

専
門
学

校
高

等
課

程

※
「

専
修

学
校

等
」

は
、

学
校

教
育

法
に

基
づ

く
専

修
学

校
（

第
８

２
条

の
２

）
及

び
各

種
学

校
（

第
８

３
条

）
、

並
び

に
職

業
能

力
開

発
促

進
法

第
１

６
条

に
基

づ
く

公
共

職
業

訓
練

施
設

②
高
等
学
校
等
卒
業
後
の
進
路

（平
成
２
１
年
度
末
に
高
等
学
校
等
を
卒
業
し
た
児
童
の
う
ち
、
平
成
２
２
年
５
月
１
日
現
在
の
進
路
）

家
庭
福
祉
課
調
べ
。
全
中
卒
者
・全

高
卒
者
は
、
平
成
２
２
年
度
学
校
基
本
調
査
）

①
中
学
校
卒
業
後
の
進
路

（平
成
２
１
年
度
末
に
中
学
校
を
卒
業
し
た
児
童
の
う
ち
、
平
成
２
２
日
５
月
１
日
現
在
の
進
路
）

進
学

、
就
職
の
状
況
、
自
立
支
援
の
推
進

進
学

就
職

そ
の
他

高
校
等

専
修
学
校
等

児
童
養
護
施
設
児

2,
50
9
人

2
,3
0
5人

9
1
.9
%

64
人

2.
6%

6
2人

2
.5
%

7
8人

3
.1
%

里
親
委
託
児

20
9 人

1
9
7人

9
4
.3
%

4
人

1.
9%

3人
1
.4
%

5
人

2
.4
%

（参
考
）
全
中
卒
者

1,
22
8
千
人

1,
20
3千

人
9
8
.0
%

5千
人

0.
4%

5千
人

0.
4%

14
千
人

1.
2%

高
校
進
学
率
は
高
く
な
っ
た
が
、
高
校
卒
業
後
の
進
路
は
、
一
般
に
比
べ
進
学
率
は
低
く
、
就
職
が
多
く
な
っ
て
い
る
。 （資料10）
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高等学校 専修学校等 職業訓練校 高等学校 専修学校等 職業訓練校

1 北 海 道 105 99 0 0 0 0 99 5 0 0 0 1 0 6 99.1%

2 青 森 県 31 25 0 0 0 1 26 3 0 0 1 1 0 5 90.3%

3 岩 手 県 25 21 0 0 0 0 21 2 0 0 0 2 0 4 92.0%

4 宮 城 県 6 4 0 0 0 1 5 1 0 0 0 0 0 1 83.3%

5 秋 田 県 17 14 0 1 0 0 15 1 0 0 0 1 0 2 0.0%

6 山 形 県 14 10 0 0 0 1 11 1 0 0 1 1 0 3 78.6%

7 福 島 県 41 21 0 0 0 3 24 8 3 2 2 2 0 17 82.9%

8 茨 城 県 62 49 0 0 0 0 49 5 1 0 3 1 3 13 88.7%

9 栃 木 県 34 29 0 0 0 0 29 5 0 0 0 0 0 5 100.0%

10 群 馬 県 27 23 0 2 0 0 25 2 0 0 0 0 0 2 100.0%

11 埼 玉 県 93 82 0 0 0 0 82 6 0 0 5 0 0 11 94.6%

12 千 葉 県 68 55 0 0 0 3 58 5 0 0 4 0 1 10 88.2%

13 東 京 都 250 206 8 0 1 0 215 34 0 0 0 0 1 35 99.2%

14 神 奈 川
県

79 65 0 0 0 1 66 13 0 0 0 0 0 13 98.7%

15 新 潟 県 6 1 0 0 0 0 1 5 0 0 0 0 0 5 100.0%

16 富 山 県 14 13 0 0 0 1 14 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

17 石 川 県 8 6 0 0 1 0 7 1 0 0 0 0 0 1 87.5%

18 福 井 県 17 13 0 0 0 1 14 2 0 0 1 0 0 3 88.2%

19 山 梨 県 32 19 0 0 1 0 20 2 0 0 0 4 6 12 65.6%

20 長 野 県 67 51 0 0 0 0 51 13 0 0 3 0 0 16 95.5%

21 岐 阜 県 49 34 0 2 0 2 38 6 0 0 5 0 0 11 85.7%

22 静 岡 県 31 19 0 1 0 2 22 5 0 1 2 1 0 9 83.9%

23 愛 知 県 63 40 5 1 1 0 47 7 0 0 6 2 1 16 84.1%

24 三 重 県 33 29 0 0 0 0 29 2 0 0 2 0 0 4 93.9%

25 滋 賀 県 9 7 0 0 0 0 7 1 1 0 0 0 0 2 100.0%

26 京 都 府 31 23 0 0 0 0 23 7 0 0 0 1 0 8 0.0%

27 大 阪 府 106 75 3 2 0 0 80 16 0 1 5 1 3 26 91.5%

28 兵 庫 県 71 56 0 2 0 0 58 13 0 0 0 0 0 13 100.0%

29 奈 良 県 37 28 0 0 0 0 28 8 0 1 0 0 0 9 100.0%

30 和 歌 山
県

25 19 0 0 1 0 20 5 0 0 0 0 0 5 0.0%

31 鳥 取 県 16 16 0 0 0 0 16 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

32 島 根 県 14 12 0 0 0 0 12 2 0 0 0 0 0 2 100.0%

33 岡 山 県 26 15 0 0 0 0 15 11 0 0 0 0 0 11 0.0%

34 広 島 県 47 35 1 0 0 0 36 9 0 0 0 1 1 11 95.7%

35 山 口 県 46 31 0 0 0 0 31 6 1 0 2 4 2 15 82.6%

36 徳 島 県 29 24 0 1 0 0 25 3 0 0 0 1 0 4 96.6%

37 香 川 県 10 7 0 0 0 0 7 2 0 0 1 0 0 3 90.0%

38 愛 媛 県 39 35 0 0 0 0 35 2 0 0 0 1 1 4 94.9%

39 高 知 県 34 32 0 0 0 0 32 2 0 0 0 0 0 2 100.0%

40 福 岡 県 57 46 0 0 0 0 46 8 0 1 1 1 0 11 96.5%

41 佐 賀 県 27 18 1 0 0 0 19 2 0 0 3 3 0 8 0.0%

42 長 崎 県 60 54 0 0 1 0 55 5 0 0 0 0 0 5 98.3%

43 熊 本 県 64 55 0 0 0 0 55 7 0 0 1 0 1 9 0.0%

44 大 分 県 40 31 5 0 0 0 36 4 0 0 0 0 0 4 100.0%

45 宮 崎 県 2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

46 鹿 児 島
県

63 52 0 1 0 0 53 8 0 1 0 1 0 10 0.0%

47 沖 縄 県 36 29 0 1 0 0 30 4 1 0 0 0 1 6 97.2%

48 札 幌 市 22 17 0 0 0 0 17 4 0 0 0 1 0 5 95.5%

49 仙 台 市 20 14 0 1 0 0 15 5 0 0 0 0 0 5 0.0%

50 さ い た
ま 市

9 8 0 0 0 0 8 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

51 千 葉 市 3 3 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

52 横 浜 市 27 23 0 0 0 0 23 4 0 0 0 0 0 4 100.0%

53 川 崎 市 9 5 1 0 0 0 6 1 0 0 1 1 0 3 77.8%

54 相 模 原
市

8 3 1 0 0 0 4 3 1 0 0 0 0 4 0.0%

55 新 潟 市 2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

56 静 岡 市 4 4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

57 浜 松 市 15 7 0 0 0 0 7 3 0 0 0 5 0 8 66.7%

58 名 古 屋
市

54 46 1 0 0 1 48 5 0 0 1 0 0 6 96.3%

59 京 都 市 30 23 3 0 2 0 28 0 0 0 2 0 0 2 86.7%

60 大 阪 市 49 31 0 2 0 1 34 14 0 1 0 0 0 15 98.0%

61 堺 市 38 31 0 1 0 0 32 4 0 1 1 0 0 6 0.0%

62 神 戸 市 55 51 0 0 0 0 51 3 0 0 0 1 0 4 98.2%

63 岡 山 市 11 10 0 0 0 0 10 1 0 0 0 0 0 1 0.0%

64 広 島 市 19 16 0 0 0 0 16 2 0 0 0 0 1 3 94.7%

65 北 九 州
市

28 26 0 0 0 0 26 2 0 0 0 0 0 2 100.0%

66 福 岡 市 24 22 0 0 0 0 22 2 0 0 0 0 0 2 100.0%

67 横 須 賀
市

10 7 0 0 0 0 7 2 0 0 1 0 0 3 90.0%

68 金 沢 市 11 11 0 0 0 0 11 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

69 熊 本 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

2,509 1,990 29 18 8 18 2,063 315 8 9 54 38 22 446 94.5%計

就職
進学

定職なし

退所児童（H22.5.1）

都道府県市名

中学３年在
学児童総数
（H22.3.1

）

在籍児童（H22.5.1）

進学
就職 実習
訓練等 不明

※平成21年度末に中学校を卒業した児童養護施設入所児童の平成22年度5月における進学等の状況（家庭福祉課調べ）

合計合計

児童養護施設入所児童（中学校卒業児童）進路状況一覧表（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）

進学率
（％）

（資料11）
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高等学校 専修学校等 職業訓練校 高等学校 専修学校等 職業訓練校

1 北 海 道 10 10 0 0 0 0 10 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

2 青 森 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

3 岩 手 県 4 4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

4 宮 城 県 2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

5 秋 田 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

6 山 形 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

7 福 島 県 3 2 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

8 茨 城 県 5 4 0 0 0 0 4 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

9 栃 木 県 7 7 0 0 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

10 群 馬 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

11 埼 玉 県 13 12 0 0 0 0 12 0 0 0 0 1 0 1 92.3%

12 千 葉 県 10 7 0 0 0 0 7 3 0 0 0 0 0 3 100.0%

13 東 京 都 20 20 0 0 0 0 20 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

14 神 奈 川
県

10 8 1 0 0 0 9 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

15 新 潟 県 2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

16 富 山 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

17 石 川 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

18 福 井 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

19 山 梨 県 4 4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

20 長 野 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

21 岐 阜 県 2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

22 静 岡 県 7 5 1 0 1 0 7 0 0 0 0 0 0 0 85.7%

23 愛 知 県 5 5 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

24 三 重 県 8 8 0 0 0 0 8 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

25 滋 賀 県 4 3 0 0 0 0 3 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

26 京 都 府 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

27 大 阪 府 7 6 0 0 0 0 6 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

28 兵 庫 県 3 3 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

29 奈 良 県 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

30 和 歌 山
県

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

31 鳥 取 県 2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

32 島 根 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

33 岡 山 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

34 広 島 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

35 山 口 県 6 5 0 0 0 0 5 0 0 0 0 1 0 1 83.3%

36 徳 島 県 2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

37 香 川 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

38 愛 媛 県 2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

39 高 知 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

40 福 岡 県 2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

41 佐 賀 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

42 長 崎 県 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

43 熊 本 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

44 大 分 県 4 4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

45 宮 崎 県 5 5 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

46 鹿 児 島
県

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

47 沖 縄 県 6 5 0 0 0 0 5 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

48 札 幌 市 4 1 0 0 0 1 2 1 0 0 1 0 0 2 50.0%

49 仙 台 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

50 さ い た
ま 市

4 3 0 0 0 0 3 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

51 千 葉 市 2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

52 横 浜 市 4 3 0 0 0 0 3 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

53 川 崎 市 8 7 0 0 0 0 7 1 0 0 0 0 0 1 100.0%

54 相 模 原
市

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

55 新 潟 市 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

56 静 岡 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

57 浜 松 市 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

58 名 古 屋
市

2 1 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

59 京 都 市 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

60 大 阪 市 5 5 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

61 堺 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

62 神 戸 市 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

63 岡 山 市 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

64 広 島 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

65 北 九 州
市

2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

66 福 岡 市 3 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 1 0 2 0.0%

67 横 須 賀
市

2 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

68 金 沢 市 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

69 熊 本 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

209 183 3 1 1 2 190 14 0 0 2 3 0 19 96.2%計

就職
進学

定職なし

退所児童（H22.5.1）

都道府県市名

中学３年在
学児童総数
（H22.3.1

）

在籍児童（H22.5.1）

進学
就職 実習
訓練等 不明

※平成21年度末に中学校を卒業した里親委託児童の平成22年度5月における進学等の状況（家庭福祉課調べ）

合計合計

里親委託児童（中学校卒業児童）進路状況一覧表（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）

進学率
（％）

（資料12）
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大学 短期大学 高専４年 専修学校等 職業訓練校 大学 短期大学 高専４年 専修学校等 職業訓練校

1 北 海 道 85 0 0 0 0 1 0 0 1 5 3 0 13 3 54 6 0 84 29.5%

2 青 森 県 23 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 1 0 16 3 1 22 13.0%

3 岩 手 県 21 0 1 0 0 0 0 1 2 0 0 0 2 0 15 1 1 19 14.3%

4 宮 城 県 6 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 4 0 0 6 0.0%

5 秋 田 県 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 1 1 9 0.0%

6 山 形 県 16 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 2 0 11 0 0 16 0.0%

7 福 島 県 12 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 7 1 0 12 33.3%

8 茨 城 県 32 0 0 0 0 0 1 0 1 2 3 0 3 0 18 3 2 31 25.0%

9 栃 木 県 19 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 15 1 0 19 15.8%

10 群 馬 県 17 0 0 0 0 0 5 0 5 1 0 0 1 0 10 0 0 12 11.8%

11 埼 玉 県 55 0 0 0 1 0 0 2 3 5 2 0 5 0 37 3 0 52 23.6%

12 千 葉 県 35 0 0 0 1 0 11 0 12 3 0 0 0 2 17 1 0 23 17.1%

13 東 京 都 155 3 1 3 1 0 17 2 27 19 5 2 12 1 82 6 1 128 30.3%

14 神 奈 川 県 40 0 0 0 0 0 7 1 8 2 1 0 1 0 25 2 1 32 10.0%

15 新 潟 県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 3 0.0%

16 富 山 県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 3 0.0%

17 石 川 県 14 0 0 0 0 0 4 0 4 1 0 0 2 1 5 1 0 10 0.0%

18 福 井 県 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 0 0 7 0.0%

19 山 梨 県 21 0 0 2 0 0 0 1 3 3 0 0 0 0 9 5 1 18 23.8%

20 長 野 県 32 0 0 0 0 0 1 0 1 2 4 0 3 0 15 7 0 31 0.0%

21 岐 阜 県 37 1 0 0 0 0 8 3 12 1 3 0 0 0 19 1 1 25 13.5%

22 静 岡 県 14 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 11 1 0 14 14.3%

23 愛 知 県 33 0 0 0 0 0 2 0 2 1 3 0 5 0 19 3 0 31 27.3%

24 三 重 県 26 0 0 0 0 0 2 2 4 1 4 0 2 1 12 2 0 22 30.8%

25 滋 賀 県 8 0 0 0 0 0 1 0 1 1 1 0 1 0 2 2 0 7 37.5%

26 京 都 府 17 0 0 0 1 0 8 2 11 1 1 0 1 0 3 0 0 6 23.5%

27 大 阪 府 49 2 1 0 1 0 2 1 7 4 2 0 0 1 32 2 1 42 22.4%

28 兵 庫 県 36 1 0 0 0 0 3 2 6 3 0 0 1 0 24 2 0 30 13.9%

29 奈 良 県 19 3 0 0 1 0 0 1 5 1 0 0 2 1 10 0 0 14 42.1%

30 和 歌 山 県 8 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 6 0 1 7 0.0%

31 鳥 取 県 10 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 1 0 6 0 1 9 20.0%

32 島 根 県 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0 3 1 0 7 42.9%

33 岡 山 県 21 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 3 0 15 1 0 21 0.0%

34 広 島 県 24 0 0 0 0 0 1 0 1 3 0 0 3 2 12 2 1 23 33.3%

35 山 口 県 27 0 0 0 0 0 0 2 2 3 1 0 1 1 15 4 0 25 22.2%

36 徳 島 県 15 0 0 0 0 0 1 1 2 0 0 0 0 0 9 3 1 13 0.0%

37 香 川 県 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 3 0 0 4 0.0%

38 愛 媛 県 29 0 0 0 0 0 0 1 1 2 1 1 1 0 22 1 0 28 0.0%

39 高 知 県 29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 8 0 16 2 0 29 37.9%

40 福 岡 県 30 0 2 0 0 0 0 1 3 2 1 0 1 0 22 1 0 27 20.0%

41 佐 賀 県 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 0 5 0.0%

42 長 崎 県 39 0 0 0 0 0 3 0 3 4 2 0 6 3 19 1 1 36 38.5%

43 熊 本 県 36 1 0 0 0 0 2 0 3 3 1 0 4 0 22 3 0 33 25.0%

44 大 分 県 18 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 2 1 12 1 0 17 22.2%

45 宮 崎 県 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 5 0 0 6 16.7%

46 鹿 児 島 県 35 1 0 1 0 0 4 0 6 0 1 0 2 0 23 3 0 29 14.3%

47 沖 縄 県 19 0 0 0 0 0 0 1 1 3 1 0 3 0 10 1 0 18 36.8%

48 札 幌 市 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 6 1 0 9 22.2%

49 仙 台 市 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 0 0 9 0.0%

50 さ い た ま
市

6 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 3 1 0 6 33.3%

51 千 葉 市 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 3 33.3%

52 横 浜 市 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0 12 0 0 15 20.0%

53 川 崎 市 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 0 5 0.0%

54 相 模 原 市 4 0 1 0 0 1 0 0 2 0 1 0 0 1 0 0 0 2 0.0%

55 新 潟 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

56 静 岡 市 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0.0%

57 浜 松 市 11 0 0 0 0 0 3 0 3 1 0 0 0 0 6 1 0 8 0.0%

58 名 古 屋 市 25 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 0 20 2 0 25 12.0%

59 京 都 市 20 0 0 0 0 0 0 3 3 2 0 0 3 1 10 1 0 17 0.0%

60 大 阪 市 25 0 1 0 0 0 2 0 3 0 1 0 0 0 17 4 0 22 8.0%

61 堺 市 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 16 0 0 17 0.0%

62 神 戸 市 28 1 3 0 5 0 8 0 17 0 1 0 0 0 9 1 0 11 0.0%

63 岡 山 市 9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 7 0 0 9 22.2%

64 広 島 市 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 6 0.0%

65 北 九 州 市 21 0 0 0 0 0 9 0 9 2 0 0 1 0 6 2 1 12 14.3%

66 福 岡 市 15 0 0 0 0 0 1 0 1 3 0 0 1 0 10 0 0 14 0.0%

67 横 須 賀 市 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

68 金 沢 市 8 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 1 0 5 0 0 7 0.0%

69 熊 本 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

1,444 13 10 6 13 2 107 30 181 100 54 4 109 22 862 96 16 1,263 23.1%

児童養護施設入所児童（高等学校卒業児童）進路状況一覧表（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）

都道府県市名

高校3年在
学児童総数
（H22.3.1

）

在籍児童（H22.5.1） 退所児童（H22.5.1）

進学率
（％）進学

就職
進学

実習
訓練等
合計

不明
合計

就職 定職なし

計

※平成21年度末に高等学校を卒業した児童養護施設入所児童の平成22年度5月における進学等の状況（家庭福祉課調べ）

（資料13）
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大学 短期大学 高専４年 専修学校等 職業訓練校 大学 短期大学 高専４年 専修学校等 職業訓練校

1 北 海 道 6 0 0 0 0 0 1 0 1 2 0 0 0 0 3 0 0 5 33.4%

2 青 森 県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 3 0.0%

3 岩 手 県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 3 33.3%

4 宮 城 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

5 秋 田 県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0.0%

6 山 形 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

7 福 島 県 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 1 0 4 25.0%

8 茨 城 県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 2 50.0%

9 栃 木 県 7 1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 2 0 3 0 0 6 57.1%

10 群 馬 県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 100.0%

11 埼 玉 県 7 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 0 4 0 0 7 42.9%

12 千 葉 県 10 3 0 0 1 0 1 1 6 1 0 0 1 0 2 0 0 4 60.0%

13 東 京 都 13 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 1 0 6 0 3 13 30.8%

14 神 奈 川 県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0.0%

15 新 潟 県 4 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2 0 0 4 50.0%

16 富 山 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

17 石 川 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

18 福 井 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

19 山 梨 県 5 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2 1 0 5 40.0%

20 長 野 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

21 岐 阜 県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 3 66.7%

22 静 岡 県 5 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 3 0 0 5 40.0%

23 愛 知 県 8 0 0 0 0 0 2 0 2 0 1 0 0 0 5 0 0 6 12.5%

24 三 重 県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 2 0 0 3 33.3%

25 滋 賀 県 3 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 2 33.3%

26 京 都 府 2 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 100.0%

27 大 阪 府 3 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 0 0 2 66.7%

28 兵 庫 県 3 0 0 0 0 0 1 1 2 0 0 0 1 0 0 0 0 1 33.3%

29 奈 良 県 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0 2 1 0 6 50.0%

30 和 歌 山 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

31 鳥 取 県 4 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 0 1 0 0 3 75.0%

32 島 根 県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 50.0%

33 岡 山 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

34 広 島 県 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0.0%

35 山 口 県 3 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 0 2 33.3%

36 徳 島 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

37 香 川 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

38 愛 媛 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

39 高 知 県 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

40 福 岡 県 4 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 2 0 0 3 25.0%

41 佐 賀 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

42 長 崎 県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0.0%

43 熊 本 県 10 0 0 0 1 0 1 0 2 0 0 0 5 0 2 1 0 8 60.0%

44 大 分 県 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0 3 100.0%

45 宮 崎 県 6 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 4 1 0 6 16.7%

46 鹿 児 島 県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 2 100.0%

47 沖 縄 県 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2 0.0%

48 札 幌 市 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 50.0%

49 仙 台 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

50 さ い た ま
市

1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100.0%

51 千 葉 市 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 100.0%

52 横 浜 市 3 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 0 3 100.0%

53 川 崎 市 4 0 1 0 1 0 0 1 3 0 0 0 0 0 1 0 0 1 50.0%

54 相 模 原 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

55 新 潟 市 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 2 0.0%

56 静 岡 市 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 0 0 3 66.7%

57 浜 松 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

58 名 古 屋 市 3 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 0 3 100.0%

59 京 都 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

60 大 阪 市 5 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 1 0 1 0 0 4 80.0%

61 堺 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

62 神 戸 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

63 岡 山 市 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 100.0%

64 広 島 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

65 北 九 州 市 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 1 5 0.0%

66 福 岡 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

67 横 須 賀 市 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0.0%

68 金 沢 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

69 熊 本 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

175 5 3 1 6 0 7 4 26 29 8 1 27 1 68 11 4 149 46.3%

里親委託児童（高等学校卒業児童）進路状況一覧表（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）

都道府県市名

高校3年在
学児童総数
（H22.3.1

）

在籍児童（H22.5.1） 退所児童（H22.5.1）

進学率
（％）進学

就職
進学

実習
訓練等
合計

不明
合計

就職 定職なし

計

※平成21年度末に高等学校を卒業した里親委託児童の平成22年度5月における進学等の状況（家庭福祉課調べ）

（資料14）
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里親委託児童
（Ｄ）

ファミリーホーム
委託児童（Ｅ）

1 　　北　海　道　 25 918 311 289 22 24.8%
2 　　青　森　県　 25 336 54 54 0 13.0%
3 　　岩　手　県　 34 299 45 45 0 11.9%
4 　　宮　城　県　 33 191 46 35 11 17.0%
5 　　秋　田　県　 24 225 22 22 0 8.1%
6 　　山　形　県　 12 213 25 15 10 10.0%
7 　　福　島　県　 16 403 53 53 0 11.2%
8 　　茨　城　県　 71 720 96 96 0 10.8%
9 　　栃　木　県　 74 414 93 93 0 16.0%
10 　　群　馬　県　 34 365 64 49 15 13.8%
11 　　埼　玉　県　 143 1,146 130 130 0 9.2%
12 　　千　葉　県　 62 744 171 157 14 17.5%
13 　　東　京　都　 429 3,753 423 377 46 9.2%
14 　　神奈川県　 67 663 89 89 0 10.9%
15 　　新　潟　県　 16 97 71 69 2 38.6%
16 　　富　山　県　 14 168 16 16 0 8.1%
17 　　石　川　県　 14 166 13 13 0 6.7%
18 　　福　井　県　 17 156 14 14 0 7.5%
19 　　山　梨　県　 25 210 71 71 0 23.2%
20 　　長　野　県　 53 602 46 46 0 6.6%
21 　　岐　阜　県　 33 502 37 37 0 6.5%
22 　　静　岡　県　 47 408 109 98 11 19.3%
23 　　愛　知　県　 90 905 136 136 0 12.0%
24 　　三　重　県　 31 383 75 75 0 15.3%
25 　　滋　賀　県　 36 183 86 75 11 28.2%
26 　　京　都　府　 42 247 16 16 0 5.2%
27 　　大　阪　府　 116 1,343 52 52 0 3.4%
28 　　兵　庫　県　 97 999 76 76 0 6.5%
29 　　奈　良　県　 35 326 27 27 0 7.0%
30 　　和歌山県　 24 304 26 26 0 7.3%
31 　　鳥　取　県　 33 207 39 39 0 14.0%
32 　　島　根　県　 27 145 34 34 0 16.5%
33 　　岡　山　県　 21 315 17 12 5 4.8%
34 　　広　島　県　 26 482 42 36 6 7.6%
35 　　山　口　県　 34 493 48 47 1 8.3%
36 　　徳　島　県　 21 259 31 31 0 10.0%
37 　　香　川　県　 21 149 29 29 0 14.6%
38 　　愛　媛　県　 41 457 24 24 0 4.6%
39 　　高　知　県　 30 361 20 20 0 4.9%
40 　　福　岡　県　 72 624 90 89 1 11.5%
41 　　佐　賀　県　 17 228 22 22 0 8.2%
42 　　長　崎　県　 38 508 28 28 0 4.9%
43 　　熊　本　県　 58 769 49 49 0 5.6%
44 　　大　分　県　 14 366 81 77 4 17.6%
45 　　宮　崎　県　 25 430 53 53 0 10.4%
46 　　鹿児島県　 43 707 40 40 0 5.1%
47 　　沖　縄　県　 21 395 140 124 16 25.2%
48 　　札　幌　市　 26 569 94 94 0 13.6%
49 　　仙　台　市　 27 152 26 26 0 12.7%
50 　　さいたま市　 28 262 26 26 0 8.2%
51 　　千　葉　市　 20 133 21 21 0 12.1%
52 　　横　浜　市　 65 522 67 52 15 10.2%
53 　　川　崎　市　 30 250 78 78 0 21.8%
54 　　新　潟　市　 12 72 24 23 1 22.2%
55 　　静　岡　市　 5 99 31 31 0 23.0%
56 　　浜　松　市　 11 111 19 19 0 13.5%
57 　　名古屋市　 67 573 32 32 0 4.8%
58 　　京　都　市　 34 380 20 20 0 4.6%
59 　　大　阪　市　 169 1,044 111 102 9 8.4%
60 　　堺　　　市　 22 268 12 12 0 4.0%
61 　　神　戸　市　 56 444 25 25 0 4.8%
62 　　岡　山　市　 15 201 17 16 1 7.3%
63 　　広　島　市　 10 316 17 17 0 5.0%
64 　　北九州市　 27 376 51 43 8 11.2%
65 　　福　岡　市　 47 275 85 75 10 20.9%
66 　　横須賀市　 4 122 10 10 0 7.4%
67 　　金　沢　市　 12 141 9 9 0 5.6%

2,968 30,594 4,055 3,836 219 10.8%

里親等委託率（自治体別）

【平成21年度福祉行政報告例】

児童養護施設
入所児童（Ｂ）

乳児院入所児
童（Ａ）

里親等委託率
（Ｃ）/（Ａ）+(B)+（Ｃ）

合　計

里親等委託児童（Ｃ）［（Ｄ）＋（Ｅ）］

（資料15）
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施設数 定員数 在所者数 入所率
　全　　 国　 33 1,573 1,223 77.7

1 北　海　道 1 50 44 88.0
2 青　森　県 - - - -
3 岩　手　県 1 50 44 88.0
4 宮　城　県 - - - -
5 秋　田　県 - - - -
6 山　形　県 - - - -
7 福　島　県 - - - -
8 茨　城　県 1 50 34 68.0
9 栃　木　県 - - - -
10 群　馬　県 1 53 27 50.9
11 埼　玉　県 1 60 38 63.3
12 千　葉　県 - - - -
13 東　京　都 - - - -
14 神奈川県 - - - -
15 新　潟　県 - - - -
16 富　山　県 - - - -
17 石　川　県 - - - -
18 福　井　県 - - - -
19 山　梨　県 - - - -
20 長　野　県 1 50 17 34.0
21 岐　阜　県 1 58 46 79.3
22 静　岡　県 1 50 44 88.0
23 愛　知　県 2 85 78 91.8
24 三　重　県 - - - -
25 滋　賀　県 1 50 46 92.0
26 京　都　府 1 30 26 86.7
27 大　阪　府 3 154 141 91.6
28 兵　庫　県 1 49 47 95.9
29 奈　良　県 - - - -
30 和歌山県 1 30 28 -
31 鳥　取　県 1 45 40 88.9
32 島　根　県 - - - -
33 岡　山　県 1 50 20 40.0
34 広　島　県 - - - -
35 山　口　県 1 50 46 92.0
36 徳　島　県 - - - -
37 香　川　県 1 30 24 80.0
38 愛　媛　県 - - - -
39 高　知　県 1 30 25 83.3
40 福　岡　県 1 50 31 62.0
41 佐　賀　県 - - - -
42 長　崎　県 1 55 46 83.6
43 熊　本　県 1 50 39 78.0
44 大　分　県 - - - -
45 宮　崎　県 - - - -
46 鹿児島県 1 50 43 86.0
47 沖　縄　県 - - - -
48 札　幌　市 - - - -
49 仙　台　市 1 40 25 62.5
50 さいたま市 - - - -
51 千　葉　市 - - - -
52 横　浜　市 1 71 62 87.3
53 川　崎　市 - - - -
54 相模原市 - - - -
55 新　潟　市 - - - -
56 静　岡　市 - - - -
57 浜　松　市 - - - -
58 名古屋市 1 50 29 58.0
59 京　都　市 1 50 28 56.0
60 大　阪　市 2 90 70 77.8
61 堺　　　市 - - - -
62 神　戸　市 - - - -
63 岡　山　市 - - - -
64 広　島　市 1 43 35 81.4
65 北九州市 - - - -
66 福　岡　市 - - - -
67 横須賀市 - - - -
68 金　沢　市 - - - -
69 熊　本　市 - - - -

資料：家庭福祉調べ[平成21年10月1日現在]

情緒障害児短期治療施設の設置状況（都道府県・指定都市・児相設置市別） （資料16）
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（別表）　　　　　　　

北海道 8 8

青森県 1 1

岩手県 1 1

宮城県 1 1

秋田県

山形県 2 2

福島県

茨城県 2 1 1

栃木県

群馬県 2 2

埼玉県 3 2 1

千葉県 3 3

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県 2 2

福井県 4 3 1

山梨県 1 1

長野県

岐阜県 3 3

静岡県 1 1

愛知県

三重県 1 1

滋賀県 1 1

京都府 2 2

大阪府 1 1

兵庫県 5 5

奈良県 2 2

和歌山県 1 1

鳥取県 1 1

島根県

岡山県 1 1（社福法人）

広島県

山口県 4 4

徳島県 1 1

香川県 1 1

愛媛県 1 1

高知県 3 1 2

福岡県 1 1 1 1（介護老人保健施
設）佐賀県

長崎県 1 1

熊本県 1 1

大分県 2 2

宮崎県

鹿児島県

沖縄県 1 1

札幌市 3 3

仙台市

さいたま市

千葉市 3 1 2 1

横浜市 1 1

川崎市 1 1

相模原市

新潟市

静岡市

浜松市

名古屋市 1 1

京都市

大阪市 1 1

堺市 1 1

神戸市 2 2

岡山市

広島市

北九州市 1 1

福岡市

横須賀市

金沢市 1 1

熊本市

合計 80か所 5か所 70か所 4か所 2か所 2か所

家庭福祉課調べ（平成22年10月1日現在）

児童家庭支援センター事業運営事業の実施状況（都道府県・政令指定市・児相設置市別）

その他

附置している施設等の内訳

設置数（総計） 情緒障害児
短期治療施設

母子生活支援施設児童養護施設乳児院

（資料17）
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か所数等

1 北 海 道 7 41 32 3 17 11
2 青 森 県 3 18 2
3 岩 手 県
4 宮 城 県 2 12 12 1 6 6
5 秋 田 県
6 山 形 県 2 12 10 2 12 10
7 福 島 県
8 茨 城 県 4 24 19
9 栃 木 県 1 6 4
10 群 馬 県 5 28 19 2 12 8
11 埼 玉 県 1 6 3
12 千 葉 県 3 17 13 2 12 12
13 東 京 都 10 60 46 9 53 43
14 神 奈 川 県
15 新 潟 県 1 6 3 1 6 3
16 富 山 県 1 6 6
17 石 川 県
18 福 井 県
19 山 梨 県 3 16 5
20 長 野 県
21 岐 阜 県
22 静 岡 県 3 18 17 1 6 6
23 愛 知 県 2 12 10
24 三 重 県
25 滋 賀 県 4 24 21
26 京 都 府
27 大 阪 府 1 5 4
28 兵 庫 県
29 奈 良 県
30 和 歌 山 県
31 鳥 取 県
32 島 根 県
33 岡 山 県 1 6 6
34 広 島 県 1 6 6
35 山 口 県 1 6 4 1 6 1
36 徳 島 県 1 6 5
37 香 川 県 1 6 5
38 愛 媛 県 1 6 2
39 高 知 県 1 6 3
40 福 岡 県 2 12 8
41 佐 賀 県
42 長 崎 県 1 5 2
43 熊 本 県
44 大 分 県 7 42 31 2 12 6
45 宮 崎 県
46 鹿 児 島 県 1 5 4
47 沖 縄 県 6 36 30
48 札 幌 市 2 12 12
49 仙 台 市
50 さ い た ま 市
51 千 葉 市
52 横 浜 市 7 42 33 1 6 5
53 川 崎 市 4 24 19
54 相 模 原 市
55 新 潟 市 1 5 1
56 静 岡 市
57 浜 松 市
58 名 古 屋 市
59 京 都 市 1 5
60 大 阪 市 3 18 18 1 6 4
61 堺 市
62 神 戸 市
63 岡 山 市 1 6 1
64 広 島 市
65 北 九 州 市 3 18 11 1 6 4
66 福 岡 市 4 24 21
67 横 須 賀 市 1 6 6
68 金 沢 市
69 熊 本 市

104 613 454 27 160 119

小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の実施状況（都道府県・政令指定市・児相設置市別）

現員（人） 現員（人）

合　　　計

平成22年10月1日現在 平成21年10月1日現在
ホームか所数

（か所）
定員（人）

ホームか所数
（か所）

定員（人）
都道府県市名

（資料18）
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か所数等

1 北 海 道 2 12 3 1 6 5
2 青 森 県
3 岩 手 県
4 宮 城 県
5 秋 田 県 1 6 6 1 6 5
6 山 形 県
7 福 島 県
8 茨 城 県 2 12 8
9 栃 木 県 2 16 11 1 8 5
10 群 馬 県 1 6 2 1 6 6
11 埼 玉 県 3 21 15 3 21 8
12 千 葉 県 4 24 15 4 24 12
13 東 京 都 18 126 100 18 126 101
14 神 奈 川 県 3 18 8 2 12 8
15 新 潟 県
16 富 山 県
17 石 川 県
18 福 井 県
19 山 梨 県 1 6 2
20 長 野 県
21 岐 阜 県 1 6 5
22 静 岡 県 1 6 3 1 6 5
23 愛 知 県
24 三 重 県 1 6 3
25 滋 賀 県 1 6 3 1 6 3
26 京 都 府
27 大 阪 府 2 12 6 2 12 7
28 兵 庫 県
29 奈 良 県
30 和 歌 山 県 1 6 4 1 6 4
31 鳥 取 県 3 24 16 3 24 17
32 島 根 県 1 6 4 1 6 4
33 岡 山 県 1 6 5
34 広 島 県
35 山 口 県 1 6 5 1 6 3
36 徳 島 県
37 香 川 県 1 6 3
38 愛 媛 県
39 高 知 県 1 5 2 1 5 2
40 福 岡 県
41 佐 賀 県
42 長 崎 県 1 6 3
43 熊 本 県
44 大 分 県 1 6 4 1 6 5
45 宮 崎 県 1 6 1
46 鹿 児 島 県 1 6 5
47 沖 縄 県 1 9 6 1 9 7
48 札 幌 市 2 12 6
49 仙 台 市 1 16 9 1 16 10
50 さ い た ま 市 1 6 6 1 6 4
51 千 葉 市
52 横 浜 市 2 12 8 2 12 10
53 川 崎 市 1 6 5 1 6 5
54 相 模 原 市
55 新 潟 市 1 6 2
56 静 岡 市
57 浜 松 市
58 名 古 屋 市 1 10 9 1 10 7
59 京 都 市 1 10 6 1 10 7
60 大 阪 市 2 10 4 2 10 7
61 堺 市
62 神 戸 市
63 岡 山 市 1 6 3 1 6 5
64 広 島 市
65 北 九 州 市 1 10 7 1 10 10
66 福 岡 市 1 6 4 1 6 3
79 横 須 賀 市
81 金 沢 市
103 熊 本 市 1 6 3 1 6 6

73 491 320 57 393 281

定員（人）
ホームか所数
（か所）

平成22年10月1日現在
ホームか所数

（か所）

平成21年10月1日現在

現員（人） 現員（人）

児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）の実施状況（都道府県・政令指定市・児相設置市）

都道府県市名

合　　　計

定員（人）

（資料19）
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（別表）　　　　　　　

平成２２年度 平成２１年度
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都 1 1
神奈川県
新潟県
富山県
石川県 1
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府 1 1
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県 1 1
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
札幌市
仙台市

さいたま市
千葉市
横浜市
川崎市
相模原市
新潟市
静岡市
浜松市
名古屋市
京都市
大阪市 1 1
堺市 1 1
神戸市
岡山市
広島市
北九州市
福岡市
横須賀市
金沢市
熊本市
か所数 6か所 5か所

退所児童等アフターケア事業の実施状況（都道府県・政令指定市・児相設置市別）

家庭福祉課調べ

（資料20）
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１
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年
度

１
６
年
度

１
７
年
度

１
８
年
度

１
９
年
度

２
０
年
度

母
子
生
活
支
援
施
設
の
施
設
数
及
び
入
所
世
帯
数
の
推
移

入
所
世
帯
数

施
設
数

母
子
生
活
支
援
施
設
の
新
し
い
機
能
・役

割
の
推
進

○
母

子
生

活
支

援
施

設
は

、
配

偶
者

の
な

い
女

子
又

は
こ

れ
に

準
ず

る
事

情
に

あ
る

女
子

及
び

そ
の

者
の

監
護

す
べ

き
児

童
を

入
所

さ
せ

て
、

こ
れ

ら
の

者
を

保
護

す
る

と
と

も
に

、
こ

れ
ら

の
者

の
自

立
の

促
進

の
た

め
に

そ
の

生
活

を
支

援
し

、
あ
わ
せ
て
退
所
し
た
者
に
つ
い
て
相
談
そ

の
他

の
援

助
を

行
う

こ
と

を
目

的
と

す
る

施
設

（
児
童

福
祉
法

第
３
８

条
）

○
当
初
は
、
生
活
に
困
窮
す
る
母
子
家

庭
に

住
む

場
所

を
提

供
す

る
施

設
で

あ
り

、
「

母
子
寮

」
の
名

称
で
あ

っ
た
が

、
平
成
９
年
の
児
童
福
祉
法
改
正
で
、
施
設

の
目

的
と

し
て

「
入

所
者

の
自

立
の

促
進

の
た

め
に
そ

の
生
活

を
支
援

す
る
こ

と
」
を
追
加
し
、
名
称
を
変
更
。

○
近
年
で
は
、

Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
入
所
が

半
数

以
上

を
占

め
る

よ
う

に
な

り
、

広
域

利
用

の
進
展

、
虐
待

児
の
増

加
と
い

っ
た
状
況
が
見
ら
れ
、
保
護
か
ら
自
立
を
支

援
す
る

た
め
の

機
能
・

役
割
の

充
実
・

強
化

が
求
め
ら

れ
て
い

る
。

資
料
：厚
生
労
働
省
大
臣
官
房
統
計
情
報
部
「福
祉
行
政
報
告
例
」及
び
家
庭
福
祉
課
調
べ
（各
年
度
末
）

（資料21）
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(1
) 
入
所
者
に
占
め
る
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
増
加

母
子
生
活
支
援
施
設
の
入
所
理
由
別
の
入
所
状
況
を
見
る
と
、
「夫
等
の
暴
力
」を
理
由
と
す
る
者
（
Ｄ
Ｖ
被
害
者
）
の
割
合
が
高

ま
っ
て
お
り
、
近
年
で
は
半
数
を
超
え
て
い
る
。

資
料
：厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・児
童
家
庭
局
「母
子
生
活
支
援
施
設
入
退
所
状
況
調
査
」

4
3
.3
%

47
.5
%

48
.7
%

5
2.
1%

54
.4
%

5
1
.1
%

54
.1
%

20
.0
% 19

.7
%

21
.4
%

18
.7
%

16
.8
%

20
.1
%

18
.1
%

2
1
.1
% 1
8
.8
%

17
.1
%

17
.2
%

15
.4
%

16
.7
%

16
.0
%

8.
2% 6.
5% 6.
5%

6.
3%

8.
3% 7.
5%

7.
0%

3.
2%

4.
3% 2.
9% 2.
9%

2.
8% 3
.1
%

2.
9%4.

1% 3.
3%

3.
4% 2.
7%

2.
3% 1.
6%

1.
9%

0%
10
%

20
%

30
%

40
%

50
%

60
%

70
%

80
%

90
%

10
0%

１
５
年
度

１
６
年
度

１
７
年
度

１
８
年
度

１
９
年
度

２
０
年
度

２
１
年
度

母
子
生
活
支
援
施
設
の
入
所
理
由
別
入
所
状
況
の
推
移

夫
等
の
暴
力

住
宅
事
情

経
済
的
理
由

入
所
前
の
家
庭
内
環
境
の
不
適
切

母
親
の
心
身
の
不
安
定

そ
の
他
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資
料
：全
国
母
子
生
活
支
援
施
設
実
態
調
査
（社
会
福
祉
法
人
全
国
社
会
福
祉
協
議
会
調
べ
）

※
平
成

8年
度
調
査
に
お
い
て
は
、
「夫
な
ど
の
暴
力
」及
び
「
児
童
虐
待
」の
調
査
項
目
は
な
い
。

平
成

12
年
度
調
査
に
お
い
て
は
、
「児
童
虐
待
」
の
調
査
項
目
は
な
い
。

33
.5

%

48
.7

%
2.

2%

36
.3

%

12
.4

%

7.
3%

6.
8%

4.
1%

2.
0%

1.
1%

0.
6%

0.
2%

26
.4

%

23
.0

%

22
.0

%

23
.9

% 22
.6

%

10
.8

%

5.
8% 3.

7% 1.
9%

0%
10

%
20

%
30

%
40

%
50

%
60

%
70

%
80

%
90

%
10

0%

平
成

8年
度

平
成

12
年
度

平
成

20
年
度

母
子
生
活
支
援
施
設
の
入
所
理
由
別
入
所
状
況
の
推
移

夫
な
ど
の
暴
力

児
童
虐
待

入
所
前
の
家
庭
環
境
の
不
適
切

母
親
の
心
身
の
不
安
定

職
業
上
の
理
由

住
宅
事
情

経
済
事
情

そ
の
他
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(2
) 
広
域
入
所
の
進
展

○
「
夫
等
の
暴
力
」
を
理
由
と
す
る
入
所
に
つ
い
て
は
、
加
害
者
か
ら
の
安
全
な
保
護
の
た
め
に
広
域
入
所
が
必
要
と
な
る
ケ
ー

ス
が
多
く
、
「管
内
入
所
」
「広
域
入
所
（
県
内
）
」「
広
域
入
所
（
県
外
）」
が
ほ
ぼ
３
分
の
１
ず
つ
と
な
っ
て
い
る
。

○
「
夫
等
の
暴
力
」
以
外
の
理
由
と
す
る
入
所
に
つ
い
て
は
、
管
内
入
所
が
大
部
分
を
占
め
る
が
、
「
夫
等
の
暴
力
」
を
理
由
と
す

る
入
所
の
割
合
が
増
加
し
て
い
る
た
め
、
合
計
で
見
て
も
、
広
域
入
所
が
４
割
を
超
え
て
い
る
。

（出
典
）雇
用
均
等
・児
童
家
庭
局
家
庭
福
祉
課
調
べ
（平
成
２
１
年
度
）

広
域
入
所

管
内

入
所

合
計

県
外

県
内

夫
等
の
暴
力

42
8

(3
4.
9%
)

41
0

(3
3.
4%
)

38
9

(3
1.
7%
)

12
27

(
10
0%
)

入
所
前
の
家

庭
内
環
境
の

不
適
切

12
(7
.6
%)

28
(1
7.
6%
)

11
9

(7
4.
8%
)

15
9

(
10
0%
)

母
親
の
心
身

の
不
安
定

3
(4
.5
%)

13
(1
9.
7%
)

50
(7
5.
8%
)

6
6

(
10
0%
)

職
業
上
の

理
由

0
(
0%
)

0
(0
%)

10
(1
00
%)

1
0

(
10
0%
)

住
宅
事
情

5
(1
.2
%)

27
(6
.6
%)

37
9

(9
2.
2%
)

41
1

(
10
0%
)

経
済
的
理
由

6
(1
.6
%)

26
(7
.2
%)

33
1

(9
1.
2%
)

36
3

(1
00
%)

そ
の
他

4
(1
2.
1%
)

6
(1
8.
2%
)

23
(6
9.
7%
)

3
3

(
10
0%
)

合
計

45
8

(2
0.
2%
)

51
0

(2
2.
5%
)

13
01

(5
7.
3%
)

22
69

(1
00
%)

（世
帯
数
）

母
子
生
活
支
援
施
設
新
規
入
所

0%
10
%

20
%

3
0
%

40
%

50
%

60
%

7
0
%

80
%

90
%

10
0%

合
計

そ
の
他

経
済
的
理

由

住
宅
事
情

職
業
上
の

理
由

母
親
の
心

身
の
…

入
所
前
の

家
庭
内
…

夫
等
の
暴

力

20
.2
%

12
.1
%

1.
6%

1.
2%

0
.0
%4.
5%7
.6
%

34
.9
%

22
.5
%

18
.2
%

7.
2%

6.
6%

0
.0
%

19
.7
%

17
.6
%

3
3
.4
%

57
.3
%

6
9
.7
%

9
1
.2
%

9
2
.2
%

1
0
0
.0
%

75
.8
%

74
.8
%

31
.7
%

県
外

県
内
（
管
内

以
外

）
管
内
入
所
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0
%

10
%

20
%

30
%

40
%

50
%

60
%

70
%

80
%

90
%

10
0%

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈…

新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌…

鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児…

沖縄県

平
成

2
1年
度
に
お
け
る
都
道
府
県
別
の
広
域
入
所
（「
夫
等
の
暴
力
」を
理
由
と
す
る
も
の
）
の
状
況

《
送
出
し
》

県
外
広
域

県
内
広
域

(3
) 
広
域
入
所
の
自
治
体
間
格
差

○
母
子
生
活
支
援
施
設
の
広
域
入
所
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
自
治
体
間
の
格
差
が
大
き
い
。

○
広
域
入
所
の
「送
出
し
」も
「受
入
れ
」も
共
に
積
極
的
な
自
治
体
も
あ
れ
ば
、
ど
ち
ら
か
に
偏
っ
て
い
る
自
治
体
も
あ
る
。

県
内
広
域
入
所

の
全
国
平
均

３
３
％

県
外
＋
県
内
の

広
域
入
所
の

全
国
平
均

６
８
％240



※
県
外
へ
の
広
域
入
所
措
置
割
合
に
つ
い
て
は
、
雇
用
均
等
・児
童
家
庭
局
家
庭
福
祉
課
調
べ
に
よ
る
平
成

21
年
度
末
現
在
の
数
値

県
外
か
ら
の
広
域
入
所
受
入
割
合
に
つ
い
て
は
、
平
成

20
年
度
全
国
母
子
生
活
支
援
施
設
実
態
調
査
に
よ
る
平
成

20
年

4月
1日
現
在
の
数
値

0.
0%

10
.0

%

20
.0

%

30
.0

%

40
.0

%

50
.0

%

60
.0

%

70
.0

%

80
.0

%

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

新 潟 県

山 梨 県

長 野 県

静 岡 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

岐 阜 県

愛 知 県

三 重 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和 歌 山 県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿 児 島 県

沖 縄 県

母
子
生
活
支
援
施
設
に
お
け
る
県
外
へ
の
広
域
入
所
（
送
出
し
）
及
び
受
入
状
況
（都
道
府
県
別
）

県
外
へ
の
広
域
入
所
（
送
出
し
）
割
合

県
外
か
ら
の
広
域
入
所
（受
入
れ
）割
合
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(4
) 
虐
待
を
受
け
た
児
童
の
増
加

母
子
生
活
支
援
施
設
に
お
い
て
は
、
虐
待
経
験
の
あ
る
児
童
の
入
所
が
増
加
し
て
お
り
、
施
設
内
に
お
け
る
児
童
に
対
す
る
支
援

の
充
実
・強
化
や
、
児
童
相
談
所
等
と
の
連
携
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

（出
典
）児
童
養
護
施
設
入
所
児
童
等
調
査
結
果
（
5
年
毎
の
調
査
）

注
1.
総
数
に
は
、
性
別
不
詳
を
含
む
。

2.
平
成
15
年
度
か
ら
の
調
査
項
目
で
あ
る
。

18
.5
%

41
.4
%

20
.0
%

41
.6
%

16
.9
%

41
.3
%

0.
0%

5
.0
%

10
.0
%

15
.0
%

20
.0
%

25
.0
%

3
0
.0
%

3
5
.0
%

40
.0
%

45
.0
%

平
成
１
５
年

平
成
２
０
年

母
子
生
活
支
援
施
設
に
お
け
る
虐
待
経
験
の
あ
る
入
所
児
童
の
割
合

総
数

男 女
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【
平
成
２
３
年
度
の
手
当
額
に
つ
い
て
】

○
児
童
扶
養
手
当
額
に
つ
い
て
は
、
「
児
童
扶
養
手
当
法
」及
び
「児
童
扶
養
手
当
法
に
よ
る
児
童
扶
養
手
当
の
額

等
の
改
定
の
特
例
に
関
す
る
法
律
」に
基
づ
き
、
年
平
均
の
全
国
消
費
者
物
価
指
数
を
基
に
所
要
の
改
定
が
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

※
年
金
の
物
価
ス
ラ
イ
ド
と
同
じ
取
扱
い

○
平
成
２
３
年
度
の
手
当
額
は
、
平
成
２
２
年
の
消
費
者
物
価
指
数
が
平
成
１
７
年
の
指
数
を
０
．
４
％
下
回
る
た
め
、

法
律
の
規
定
に
従
っ
て
以
下
の
と
お
り
と
な
る
。

・
手
当
額
［
月
額
］
（
△
０
．
４
％
）

（
平
成
２
２
年
度
）

（
平
成
２
３
年
度
）

全
部
支
給

４
１
，
７
２
０
円

→
４
１
，
５
５
０
円

一
部
支
給

４
１
，
７
１
０
円
～
９
，
８
５
０
円

→
４
１
，
５
４
０
円
～
９
，
８
１
０
円

【
父
子
家
庭
へ
の
支
給
拡
大
等
に
つ
い
て
】

○
平
成
２
２
年
８
月
よ
り
父
子
家
庭
に
も
対
象
拡
大
を
図
っ
た
と
こ
ろ
。

円
滑
な
支
給
事
務
に
多
大
な
ご
尽
力
を
い
た
だ
き
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
る
。
更
な
る
制
度
の
周
知
に
ご
努
力
い
た

だ
き
た
い
。

○
ま
た
、
受
付
時
間
の
弾
力
化
な
ど
児
童
扶
養
手
当
の
申
請
希
望
者
の
便
宜
を
図
る
と
と
も
に
、
申
請
が
あ
っ
た
場

合
に
は
、
書
類
の
不
備
等
が
無
け
れ
ば
、
申
請
を
受
け
付
け
、
支
給
要
件
に
関
し
、
実
態
を
確
認
し
た
上
で
、
認
定

又
は
却
下
な
ど
の
処
分
を
行
う
な
ど
、
引
き
続
き
児
童
扶
養
手
当
の
適
切
な
運
用
を
お
願
い
す
る
。

児
童
扶
養
手
当
に
つ
い
て

（資料22）
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○
平
成
22

年
４
月
に

成
立
し
た
「
国
民

年
金

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

」
（

平
成
23
年

４
月
１
日

施
行
）

に
よ
り

、
障
害

基
礎
年
金
の
受
給
権

発
生
後
に

子
を
有

す
る

こ
と

と
な

っ
た

場
合

に
も

、
障

害
基

礎
年

金
に
子

の
加
算

を
行
う

こ
と
と

さ
れ
、

子
の
加
算
の
対
象
範

囲
が
拡
大

さ
れ
た

。

○
児
童
扶
養
手
当
は
子
が
障
害
基
礎
年

金
の

加
算

の
対

象
と

な
っ

て
い

る
場

合
に

は
支

給
さ
れ

な
い
た

め
、

特
段
の
措

置
を
講

じ
な
い
と
、

受
給
権
発
生
後
に

子
を
有

し
た
た

め
、

こ
れ

ま
で

子
の

加
算

対
象

で
は

な
く

児
童

扶
養
手

当
が
支

給
さ
れ

て
い
た

者
の
児
童
扶
養
手
当
が
支
給
さ

れ
な
く

な
り
、

手
取
り

が
減
少

す
る
ケ

ー
ス
が

生
じ
る

場
合
が

あ
る
。

○
「
児
童
扶
養
手
当
法
の
一
部
を
改
正

す
る

法
律

」
（

平
成
22

年
法

律
第
40

号
）

の
附

帯
決

議
に
お
い

て
も
、

上
記
の

ケ
ー
ス

な
ど
受
給
世
帯
に
不
利
な
取
扱

い
と
な

ら
な
い

よ
う
指

摘
が
あ

っ
た
こ

と
を
踏

ま
え
、

障
害
基

礎
年
金

の
子
の

加
算
に

係
る

「
生

計
維
持
」

の
取

扱
い
を
見

直
し
、

児
童
扶

養
手

当
額

が
子

の
加

算
額

を
上

回
る

場
合

に
は
、

子
の
加

算
の
対

象
と
は

せ
ず
、

児
童
扶
養
手
当
の
支

給
を
可
能

と
す
る

。
※
 
子

の
加

算
は

、
生
計
維
持
さ
れ
て
い
る
場
合

に
行

わ
れ

る
の

で
、

「
生

計
維

持
さ

れ
て

い
な

い
」

と
の

運
用
が
可
能
に
な
る
よ
う
に
す
る
。

障
害
基
礎
年
金
の
子
の
加
算
の
見
直
し
に
伴
う
児
童
扶
養
手
当
の
取
扱
い

父

子

母
子
の
加
算

生
計
維
持

児
童
扶
養
手
当

障
害
基
礎
年
金
受
給
者

１
．
「
子
の
加
算
」＞
「児

扶
」の

場
合

※
児
扶
法
の
併
給
調
整
規
定

に
基
づ
き
停
止

監
護

父

子

母

監
護

児
童
扶
養
手
当

障
害
基
礎
年
金
受
給
者

生
計
維
持

２
．
「
子
の
加
算
」＜
「児

扶
」の

場
合

※
そ
も
そ
も
生
計
維
持
関
係
が
な
い

た
め
、
加
算
の
対
象
外

子
の
加
算

調
整
の
イ
メ
ー
ジ

支
給
額
（
月
額
）

障
害
基
礎
年
金

子
の
加
算

児
童
扶
養
手
当

第
１
子

１
８
，
９
９
１
円

４
１
，
７
２
０
円

～
９
，
８
５
０
円

（※
）

第
２
子

１
８
，
９
９
１
円

５
，
０
０
０
円

第
３
子

以
降

６
，
３
２
５
円

３
，
０
０
０
円

※
受
給
資
格
者
（
母
等
）
の
所
得
に
応
じ
て

○
平
成
２
２
年
度
ベ
ー
ス

（資料23）
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○
平

成
１

４
年

に
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

、
児

童
扶

養
手

当
法

等
を

改
正

し
、

「
就

業
・

自
立

に
向

け
た

総
合

的
な

支
援

」
へ

と
施

策
を

強
化

し
た

と
こ

ろ
で

あ
る

。

○
具

体
的

に
は

、
「

子
育

て
・

生
活

支
援

策
」

、
「

就
業

支
援

策
」

、
「

養
育

費
の

確
保

策
」

、

「
経

済
的

支
援

策
」

の
４

本
柱

に
よ

り
施

策
を

推
進

中
。

母
子

家
庭
及

び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
（

地
方

公
共

団
体

が
国

の
基
本

方
針

を
踏

ま
え

て
策

定
）

子
育

て
と

生
活

支
援

◎
保

育
所

の
優

先
入

所
の

法
定

化
◎

ヘ
ル

パ
ー

の
派

遣
な

ど
に

よ
る

子
育

て
、

生
活

支
援

策
の

実
施

・
サ

テ
ラ

イ
ト

型
施

設
の

設
置

な
ど

母
子

生
活

支
援

施

設
の

機
能

の
拡

充

就
業

支
援

○
母

子
家

庭
等

就
業

・
自

立
支

援
セ

ン
タ

ー
事

業
の

推
進

◆
個

々
の

実
情

に
応

じ
た

、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
等

と
の

連
携

に
よ

る
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
策

定
等

・
母

子
家

庭
の

能
力

開
発

等
の

た
め

の
給

付
金

の
支

給
・

準
備

講
習

付
き

職
業

訓
練

の
実

施
等

養
育

費
の

確
保

◎
養

育
費

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

の
創

設
◎

養
育

費
支

払
い

努
力

義
務

の
法

定
化

◎
「

養
育

費
の

手
引

き
」

や
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
の

配
布

◎
民

事
執

行
制

度
の

改
正

に
よ

る
履

行
確

保
の

促
進

経
済

的
支

援

◎
児

童
扶

養
手

当
の

支
給

・
自

立
を

支
援

す
る

観
点

か
ら

母
子

寡
婦

福
祉

貸
付

の
充

実

※
上
記
の
う
ち
、
◎
は
、
父
子
家
庭
も
対
象
。
○
は
、
事
業
の
一
部
に
関
し
て
父
子
家
庭
も
対
象
。

◆
に
つ
い
て
は
、
平
成
２
３
年
度
予
算
案
に
お
い
て
、
父
子
家
庭
も
対
象
に
。

母
子
家
庭
等
自
立
支
援
対
策
に
つ
い
て

（資料24）
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就
業

支
援
策
の
推
進
に
つ
い
て

平
成
１
４
年
に
母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法
、
児
童
扶
養
手
当
法
等
を
改
正
し
、
「
就
業
・
自
立
に
向
け
た

総
合
的
な
支
援
」
へ
と
施
策
を
強
化
。
「
就
業
支
援
策
」
に
つ
い
て
本
格
的
な
取
組
を
開
始
。

就
業
支
援
策
の
推
進

○
母
子
家
庭
等
を
取
り
巻
く
経
済
・
雇
用
環
境
は
厳
し
い
状
況
。

○
就
業
支
援
に
関
す
る
事
業
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
、
自
治
体
に
よ
っ
て
取
組
に
差
が
生
じ
て
い
る
。

【
参
考
】
就
業
支
援
事
業
の
実
施
割
合
（
平
成
２
１年
度
実
績
）

◆
母
子
家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業

10
0.

0 
％

◆
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
事
業

90
.0

 ％
（
目
標

:平
成

26
年
度
ま
で
に

10
0
％
【
子
ど
も
・
子
育
て
ビ
ジ
ョ
ン
】
）

◆
高
等
技
能
訓
練
促
進
費
等
事
業

81
.8

 ％
（
目
標

:平
成

26
年
度
ま
で
に

10
0
％
【
子
ど
も
・
子
育
て
ビ
ジ
ョ
ン
】
）

◆
母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
事
業

52
.8

 ％

ど
こ
に
住
ん
で
い
て
も
支
援
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
事
業
の
空
白
地
帯
を
解
消
す
る

と
と
も
に
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
の
労
働
関
係
機
関
と
連
携
し
、
効
果
的
に
事
業
を
実
施
す
る
こ

と
が
重
要
。

現
状

（資料25）
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母
子
家
庭
の
就
業
支
援
関
係
の
主
要
な
事
業

事
業

事
業
内
容

１
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
よ
る
支
援

マ
ザ
ー
ズ
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

マ
ザ
ー
ズ
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
事
業

求
職
活
動
の
準
備
が
整
い
、
か
つ
具
体
的
な
就
職
希
望
を
有
す
る
子
育
て
女
性

等
に
対
す
る
就
業
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
行
う
。

２
母
子
家
庭
等
就
業
・自
立
支
援
事
業

母
子
家
庭
等
就
業
・自
立
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業

母
子
家
庭
の
母
等
に
対
し
、
就
業
相
談
か
ら
就
業
支
援
講
習
会
、
就
業
情
報
の

提
供
等
ま
で
の
一
貫
し
た
就
業
支
援
サ
ー
ビ
ス
や
養
育
費
相
談
な
ど
生
活
支
援

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
事
業
。

３
母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
等
事
業

個
々
の
児
童
扶
養
手
当
受
給
者
の
状
況
・ニ
ー
ズ
に
応
じ
自
立
支
援
計
画
を
策

定
し
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
と
連
携
の
う
え
、
き
め
細
か
な
自
立
・就
労
支
援
を
実
施
す

る
。

４
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業

地
方
公
共
団
体
が
指
定
す
る
教
育
訓
練
講
座
を
受
講
し
た
母
子
家
庭
の
母
に
対

し
て
、
講
座
終
了
後
に
受
講
料
の
一
部
を
支
給
す
る
。

５
高
等
技
能
訓
練
促
進
費
等
事
業

看
護
師
等
の
経
済
的
自
立
に
効
果
的
な
資
格
を
取
得
す
る
た
め
に
２
年
以
上
養

成
機
関
等
で
修
学
す
る
場
合
で
、
就
業
（
育
児
）
と
修
業
の
両
立
が
困
難
な
場
合
に
、

生
活
費
の
負
担
軽
減
の
た
め
高
等
技
能
訓
練
促
進
費
等
を
支
給
す
る
。

ま
た
、
安
心
こ
ど
も
基
金
を
活
用
し
て
、
平
成

2
3年
度
末
ま
で
に
修
学
を
開
始
し
た

者
に
つ
い
て
は
、
修
業
全
期
間
を
支
給
対
象
と
す
る
。

６
ひ
と
り
親
家
庭
等
の
在
宅
就
業
支
援
事
業

安
心
こ
ど
も
基
金
を
活
用
し
て
、
ひ
と
り
親
家
庭
等
の
在
宅
就
業
を
積
極
的
に
支

援
し
よ
う
と
す
る
地
方
自
治
体
に
対
し
て
助
成
を
行
い
、
普
及
促
進
を
図
る
。

（事
業
実
施
：平
成

21
年
度
～
平
成

2
3
年
度
）

※
こ
の
ほ
か
、

「安
心
こ
ど
も
基
金
」に
よ
り
「職
業
訓
練
受
講
時
の
託
児
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
」、
「職
業
紹
介
等
を
行
う
企
業
等
に
よ
る
ひ
と
り
親
家
庭
の
就
業
支
援
」、
「就

業
・社
会
活
動
困
難
者
へ
の
戸
別
訪
問
の
実
施
」な
ど
を
実
施
。

（資料26）
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母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

事
業 一

般
市

・
福

祉
事

務
所

設
置

町
村

一
般

市
等
就
業
・

自
立

支
援

事
業

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

の
支

援
メ

ニ
ュ

ー
（

就
業

支
援

事
業

、
就

業
支

援
講

習
会

等
事

業
、

就
業

情
報

提
供

事
業

、
地

域
生

活
支

援
事

業
、

在
宅

就
業

推
進

事
業

）
の

中
か

ら
地

域
の

実
情

に
応

じ
適

切
な

支
援

メ
ニ

ュ
ー

を
選

択
し

実
施

就
業

情
報

提
供
事
業

★

母
子

家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業

就
業

支
援

事
業

★
就
業
支
援
講

習
会
等
事
業

地
域
生
活
支
援

事
業

★

・
就

業
相

談
・

助
言

の
実

施
・

企
業

の
意

識
啓

発
・

求
人

開
拓

の
実

施
等

・
就

業
準

備
等

に
関

す
る

セ
ミ

ナ
ー

の
開

催
・

資
格

等
を

取
得

す
る

た
め

の
就

業
支

援
講

習
会

の
開

催

・
求

人
情

報
の

提
供

・
電

子
メ

ー
ル

相
談

等

・
生

活
支

援
の

実
施

・
養

育
費

相
談

の
実

施
等

支
援
メ
ニ
ュ
ー

在
宅

就
業

推
進
事
業

・
在

宅
就

業
の

た
め

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
に

係
る

セ
ミ

ナ
ー

の
開

催
等

都
道

府
県

・
指

定
都

市
・

中
核

市

母
子

家
庭

の
母

等
に

対
し

、
就

業
相

談
か

ら
就

業
支

援
講

習
会

、
就

業
情

報
の

提
供

等
ま

で
の

一
貫

し
た

就
業

支
援

サ
ー

ビ
ス

や
養

育
費

相
談

な
ど

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
事

業
。

「就
業
支
援
事
業
」及
び
「地
域
生
活
支
援
事
業
」
に
つ
い
て
、

土
日
に
お
け
る
開
所
を
促
進
す
る
た
め
、
開
所
日
数
に
応
じ
た

加
算
制
度
を
創
設
（
平
成
２
２
年
度
～
）

★ は 父 子 家 庭 も 対 象

創
設
：
平
成
１
５
年
度

相
談
件
数
：

9
0

,6
1

4件
（
平
成

2
1
年
度
）

就
職
件
数
：

6,
79

4件
（平
成

21
年
度
） （資料27）
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母
子

自
立
支
援

プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
等

事
業

福
祉

事
務

所
等

に
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

員
を

配
置

し
、

児
童

扶
養

手
当

受
給

者
に

対
し

、
個

別
に

面
接

を
実

施
し

、
本

人
の

生
活

状
況

、
就

業
へ

の
意

欲
、

資
格

取
得

へ
の

取
組

等
に

つ
い

て
状

況
把

握
を

行
い

、
個

々
の

ケ
ー

ス
に

応
じ

た
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
策

定
し

、
自

立
促

進
を

図
る

母
子

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
策

定
等

事
業

を
実

施
し

て
い

る
。

ま
た

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
一

環
と

し
て

、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
と

地
方

自
治

体
が

締
結

す
る

協
定

を
踏

ま
え

、
両

者
に

よ
る

チ
ー

ム
支

援
を

中
心

と
し

た
就

労
支

援
を

実
施

す
る

「
福

祉
か

ら
就

労
」

支
援

事
業

（
仮

称
）

を
活

用
し

、
就

労
に

よ
る

自
立

を
支

援
す

る
。

創
設
：平
成
１
７
年
度

策
定
数
：

7
,6

7
7
件
（
平
成

21
年
度
）

目
標
数
：

2
0

,0
0

0
件
（
平
成

23
年
度
）

児 童 扶 養 手 当 受 給 者
・

就
職

準
備

支
援

コ
ー

ス
事

業
・

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

事
業

・
母

子
家

庭
自

立
支

援
給

付
金

・
母

子
福

祉
貸

付
金

・
保

育
所

の
優

先
入

所
等

の
活

用

・
面

接
相

談
・

状
況

、
課

題
等

の
把

握
・

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

等
の

関
係

機
関

等
と

の
連

絡
調

整

就
業

に
よ

る
自

立

就
労
に
関
す
る

支
援
要
請

①
職

業
相

談
・

職
業

紹
介

（
※

必
要

に
応

じ
マ

ン
ツ

ー
マ

ン
で

実
施

）

②
ト

ラ
イ

ア
ル

雇
用

③
職

業
訓

練
④

関
係

機
関

と
の

連
絡

調
整

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

基
づ

い
た

支
援

自
治

体
（

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

セ
ン

タ
ー

、
福

祉
事

務
所

等
）

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

作
成

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
策

定
員

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

（
自

治
体

と
協

定
を

締
結

）

就
労

支
援

チ
ー

ム
の

設
置

福
祉
か
ら
就
労
支
援
事
業
（
仮
）

就
職

支
援

プ
ラ

ン
の

策
定

就
労

支
援

メ
ニ

ュ
ー

の
提

供

（資料28）
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母
子

家
庭

の
自

立
を

促
進

す
る

た
め

、
雇

用
保

険
の

教
育

訓
練

給
付

の
受

給
資

格

の
な

い
母

子
家

庭
の

母
が

、
教

育
訓

練
講

座
を

受
講

し
、

修
了

し
た

場
合

に
そ

の
経

費
の

一
部

（
受

講
料

の
２

割
相

当
額

（
上

限
１

０
万

円
）

）
を

支
給

す
る

。

自
立

支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業

創
設
：
平
成
１
５
年
度

支
給
件
数
：

2,
14

5件
（平
成

21
年
度
）

就
職
件
数
：

1
,2

8
2
件
（
平
成

21
年
度
）

目
標
：
平
成

26
年
度
ま
で
に
全
都
道
府
県
・
市
・

福
祉
事
務
所
設
置
町
村
で
実
施

（子
ど
も
・子
育
て
ビ
ジ
ョ
ン
）

実
施
主
体
で
あ
る
「都
道
府
県
・市
・福
祉
事
務
所
設
置
町
村
」の
長
が
指
定

ア
雇
用
保
険
制
度
の
教
育
訓
練
給
付
の
指
定
講
座

イ
就
業
に
結
び
付
く
可
能
性
の
高
い
講
座

ウ
都
道
府
県
等
の
長
が
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
指
定
し
た
講
座

母
子
家
庭
の
母
で
あ
っ
て
、
次
の
全
て
の
要
件
を
満
た
す
方

ア
児
童
扶
養
手
当
の
支
給
を
受
け
て
い
る
か
又
は
同
様
の
所
得
水
準
に
あ
る
こ
と

イ
雇
用
保
険
法
に
よ
る
教
育
訓
練
給
付
の
受
給
資
格
を
有
し
て
い
な
い
こ
と

ウ
就
業
経
験
、
技
能
、
資
格
の
取
得
状
況
や
労
働
市
場
な
ど
か
ら
判
断
し
て
、
当
該
教
育
訓
練
が
適
職
に
就
く
た
め
必
要
と
認
め
ら
れ

る
こ
と

対
象
講
座
の
受
講
料
の
２
割
相
当
額
（上
限

10
0

,0
0

0
円
）。

た
だ
し
、

2割
相
当
額
が

4,
00

0
円
を
超
え
な
い
場
合
は
支
給
し
な
い
。

(1
)
対
象
者

(2
)
対
象
と
な
る
講
座

(3
)
支
給
額

（資料29）
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○
母

子
家

庭
の

母
が

看
護

師
等

の
経

済
的

な
自

立
に

効
果

的
な

資
格

を
取

得
す

る
こ

と
を

支
援

す
る

た
め

2
年

以
上

養
成

機
関

等
で

修
学

す
る

場
合

で
、

就
業

（
育

児
）

と
修

業
の

両
立

が
困

難
な

場
合

に
、

生
活

費
の

負
担

軽
減

の
た

め
高

等
技

能
訓

練
促

進
費

等
を

支
給

す
る

。
【

一
般

会
計

】

○
特

に
厳

し
い

経
済

・
雇

用
情

勢
を

踏
ま

え
、

安
心

こ
ど

も
基

金
を

活
用

し
て

平
成

２
３

年
度

末
ま

で
に

修
学

を
開

始
し

た
者

に
つ

い
て

は
、

修
業

全
期

間
を

支
給

対
象

と
す

る
と

と
も

に
、

特
別

枠
を

設
け

支
給

人
員

を
拡

大
す

る
。

【
安

心
こ

ど
も

基
金

】

［
対

象
資

格
］

：
看

護
師

、
介

護
福

祉
士

、
保

育
士

、
理

学
療

法
士

、
作

業
療

法
士

、
都

道
府

県
等

の
長

が
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

定
め

る
も

の

例
１

）
修

業
期

間
が

２
年

間
の

場
合

12
月

24
月

０
月

※
支

給
対

象
期

間
の

延
長

【
安

心
こ

ど
も

基
金

】

（
平

成
２

３
年

度
の

入
学

者
ま

で
を

対
象

と
し

た
特

別
な

給
付

）

修
了

後
入

学
支

援
終

了
一

時
金

の
支

給
５

万
円

（
住

民
税

課
税

世
帯

は
２

万
５

千
円

）

例
２

）
修

業
期

間
が

３
年

間
の

場
合

12
月

24
月

36
月

18
月

０
月

※
支

給
対

象
期

間
の

延
長

【
安

心
こ

ど
も

基
金

】

（
平

成
２

３
年

度
の

入
学

者
ま

で
を

対
象

と
し

た
特

別
な

給
付

）

月
額

：
１

４
１

，
０

０
０

円
（

住
民

税
課

税
世

帯
は

7
0

,5
0

0
円

）

期
間

：
修

業
期

間
の

後
半

１
／

２
（

上
限

1
8

月
）

月
額

：
１

４
１

，
０

０
０

円
（

住
民

税
課

税
世

帯
は

7
0

,5
0

0
円

）

期
間

：
修

業
期

間
の

後
半

１
／

２
（

上
限

1
8

月
）

創
設
：
平
成
１
５
年
度

支
給
件
数
：5

,2
30
件
（平
成

21
年
度
）

就
職
件
数
：

1
,3

3
2
件
（
平
成

2
1
年
度
）

目
標
：
平
成

2
6
年
度
ま
で
に
全
都
道
府
県
・

市
・
福
祉
事
務
所
設
置
町
村
で
実
施

（
子
ど
も
・
子
育
て
ビ
ジ
ョ
ン
）

高
等

技
能

訓
練

促
進
費
等
事
業

（資料30）
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高
等
技
能
訓
練
促
進
費
資
格
取
得
の
状
況

平
成
２
１
年
度
実
績
（
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・児
童
家
庭
局
家
庭
福
祉
課
調
べ
）

資
格
取
得
者
数

（カ
ッ
コ
内
は
割
合
）

資
格
取
得
者
の
う
ち
就
業
に
結
び
つ
い
た
人
数

総
数

常
勤

非
常
勤
・パ
ー
ト

自
営
業
・そ
の
他

看
護
師

71
5
人

（4
5.
0
）

64
5
人

61
0
人

2
6
人

9
人

准
看
護
師

75
4
人

（4
7.
4
）

58
5
人

43
6
人

1
1
8
人

3
1
人

介
護
福
祉
士

26
人

（
1
.6
）

22
人

17
人

2
人

3
人

保
育
士

26
人

（
1
.6
）

22
人

14
人

7
人

1
人

理
学
療
法
士

13
人

（
0
.8
）

13
人

13
人

0
人

0
人

作
業
療
法
士

13
人

（
0
.8
）

11
人

11
人

0
人

0
人

歯
科
衛
生
士

12
人

（
0
.8
）

8
人

6
人

2
人

0
人

美
容
師

8
人

（
0
.5
）

6
人

4
人

2
人

0
人

言
語
聴
覚
士

5
人

（
0
.3
）

5
人

5
人

0
人

0
人

柔
道
整
復
師

3
人

（
0
.2
）

2
人

1
人

0
人

1
人

鍼
灸
師

2
人

（
0
.1
）

2
人

2
人

0
人

0
人

鍼
灸
・あ
ん
摩
マ
ッ
サ
ー
ジ
師

2
人

（
0
.1
）

2
人

2
人

0
人

0
人

保
健
師

2
人

（
0
.1
）

2
人

2
人

0
人

0
人

教
員

2
人

（
0
.1
）

1
人

0
人

1
人

0
人

社
会
福
祉
士

2
人

（
0
.1
）

2
人

1
人

1
人

0
人

そ
の
他

5
人

（
0
.3
）

4
人

0
人

3
人

1
人

合
計

1,
59
0
人

（1
00
.0
）
1,
33
2
人

1,
12
4
人

16
2
人

46
人
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